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序     文 
 
トルコ共和国政府は、近年著しい経済成長を遂げるなかで、それを支える人材の育成を重視してお

り、雇用機会の増大、経済の地域間格差の緩和、教育セクターの開発といったさまざまな見地から、

人的資源の開発を進めています。 
なかでも、製造業の成長に伴って、それらに携わる人材、特に制御技術をもった人材のニーズが高

まっており、当該分野に係る人材育成強化の必要性が指摘されるなか、トルコ共和国国民教育省は、

制御技術を備えた人材育成のため、わが国の支援により 2001 年から 2006 年まで技術協力プロジェク

ト「自動制御技術教育改善計画」を実施し、アナトリア職業高校イズミール校及びコンヤ校に自動制

御学科を設立しました。この成果を受け、更に同省では、トルコ共和国内各地のアナトリア職業高校

20 校（普及校）に自動制御学科を新設するとともに、イズミール校の付属施設として教員研修セン

ター（TTC）を設立し、トルコ共和国内における自動制御技術教育の普及に取り組んでいます。 
このような背景の下、トルコ共和国政府からわが国に対し、TTC における教員研修の実施体制整

備を目的とする「自動制御技術教育普及計画強化プロジェクト」への協力が要請され、2007 年 8 月、

3 年間の計画で同プロジェクトが開始されました。同プロジェクトは、①TTC における教員研修の計

画・実施・評価システム確立、②普及校自動制御学科教員への教員研修実施、③TTC の長期運営計

画策定、の 3 点を柱として実施されています。 
今般、プロジェクトの終了を 2010 年 9 月末に控え、これまでの進捗及び成果・目標の達成状況を

確認し、それらを踏まえてプロジェクトの戦略及び計画を見直すとともに、残り期間の課題及び今後

の方向性についてトルコ共和国国民教育省及び TTC と協議することを目的として、2010 年 2～3 月

に終了時評価調査団が派遣されました。本報告書は、同調査の結果を取りまとめたものであり、今後

のプロジェクト実施に活用されることを願うものです。 
ここに、本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に深く感謝申し上げるとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成 22 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

                              人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：トルコ共和国 案件名：自動制御技術教育普及計画強化プロジェク
ト（SPREAD）  

分野：産業技術教育・職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 
協力金額：約 2 億 2,200 万円 

所轄部署：人間開発部高等・技術教育課 
協力相手先機関：国民教育省（MoNE） 
日本側協力機関：文部科学省 (R/D)：2007 年 5 月 7 日 

協力期間： 
2007 年 8 月～2010 年 9 月 

他の関連協力：技術協力プロジェクト「自動制
御技術教育改善計画」（2001～2006 年）  

１－１ 協力の背景と概要 
  トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）では、1990 年以降の製造業の急速な拡大に伴い、製造
業技術者、特に中堅技術者の質的、量的ニーズを満たすことが急務とされ、第 7 次 5 カ年計画（1996
～2000 年）では、こうした成長を支える人材育成が開発計画の最重要項目のひとつに挙げられてき
た。この政策を受け、トルコは教育システムの向上に係る取り組みを進めてきたが、トルコ製造業
の成長の一方で、それらに携わる人材、特に制御技術をもった人材の技能水準が民間企業のニーズ
を十分に満たしておらず、当該分野に係る人材育成を強化する必要性が指摘されていた。 
 こうしたなか、トルコ国民教育省（Ministry of National Education：MoNE）は、制御技術を備えた
人材育成のため、わが国の支援により 2001 年から 2006 年まで技術協力プロジェクト「自動制御技
術教育改善計画」を実施し、アナトリア職業高校イズミール校及びコンヤ校に自動制御技術（IAT）
学科を設立した。この成果を受け、更に同省では、内各地のアナトリア職業高校 20 校（以下、「普
及校」と記す）にも IAT 学科を新設するとともに、イズミール校の付属施設として教員研修センタ
ー（TTC）を設立し、国内における IAT 技術教育の普及に取り組んできた。 
上述プロジェクトが終了を迎えるころ、トルコは第 9 次開発計画（2007～2013 年）においても「人

的資源の開発」を主要目標のひとつに掲げ、引き続き当該分野への取り組みを重視していた。この
ような背景の下、トルコ政府からわが国に対し、TTC における教員研修の実施体制整備を目的とす
る「自動制御技術教育普及計画強化プロジェクト」（Project on Strengthening the Program of Expanding
Industrial Automation Technologies Department ：SPREAD）への協力が要請され、2007 年 8 月から 2010
年 9 月まで、約 3 年間の計画で同プロジェクトが開始された。 

 
１－２ 協力内容 
（1） スーパーゴール：自動制御技術の技能者が育成され、トルコ産業セクターの人材需要が相

当程度充足される。 
 
（2） 上位目標：自動制御に関する職業・教育訓練が普及校において有効に実践される。 
 
（3） プロジェクト目標：TTC における教員研修システムが確立される。 
 
（4） 成果：  

① TTC の教員研修計画策定能力が強化される。 
② TTC の教員研修コース実施能力が強化される。 
③ TTC の教員研修評価に係る能力が強化される。 
④ TTC の長期運営計画策定機能が強化される。 
 

（5） 投入（評価時点） 
日本側：   専門家派遣 21 名    供与機材 690 万 4,000 円 

                  研修員受入 25 名    ローカルコスト負担 2,223 万 5,000 円 
相手国側： カウンターパート配置 15 名      

                   機材購入 99 万 9,900 トルコリラ（5,855 万 4,000 円） 
その他 TTC 施設及び日本人専門家執務室（TTC 内）提供 
同施設の光熱費・水道代・インターネット費    
ローカルコスト負担 普及校からの研修参加者への日当・宿泊費 

 

 



 

２．評価調査団員の概要 

 
団長/総括 小西 伸幸 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ 高等・

技術教育課長 

教員研修 池守   滋 文部科学省 初等中等教育局児童生徒課 産業教育
振興室教科調査官 

協力企画 小島 早永 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ高等・
技術教育課 職員 

評価分析 坪根 千恵 グローバルリンクマネージメント（株）社会開発部研
究員 

調査期間 2010 年 2 月 23 日～3 月 14 日 評価の種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（1） 成果の達成度 

【成果 1】TTC の教員研修プログラムの計画策定能力が強化される。 
成果 1 はほぼ達成した。 
プロジェクトチームは、教員研修カリキュラム開発の準備として、①ベースライン調査で

の TTC 及び産業界のニーズアセスメント、②研修コースの目的の明確化、③既存の教員研修
コースの評価とそれによって抽出された課題の精査、を行った。 
カリキュラム開発及び改訂の枠組みは、プロジェクト作成の「教員研修マニュアル」にも

記載されているが、簡単な紹介にとどまっている。よって、カリキュラム開発・改訂に係る
暗黙知を文書に落し、マニュアルを精緻化することが必要である。また、カリキュラムの改
訂とそれに合わせた研修計画の変更の必要性及び方法についてもより詳細に記述される必要
がある。加えて、プロジェクト期間中に行われたカリキュラム改訂の理由と改訂のプロセス、
並びにカリキュラム改訂に合わせて行われた研修計画の修正についても、今後のため、文書
に残しておく必要がある。 
プロジェクトチームは、国民教育省の定める IAT 学科カリキュラムの枠組みと常に照合し

ながら、教員研修カリキュラムの再構成を行い、25 科目、6 グループから構成されるカリキ
ュラムを開発した。カリキュラムは受講者の専門科目ごとに各科目の受講時間が設定されて
いる。 

【成果 2】TTC の教員研修コース実施能力が強化される。 
成果 2 はある程度達成した。 
シラバスのフォーマットが明確化され、2009年 8月までに全科目のシラバスが作成された。

テキストの内容も規定の様式により明確化され、本終了時評価時点で 10、11 年生用はすべて
作成が完了、12 年生用は全ページのうち 87%（9 冊中 4 冊）、サマーコース用は 64%（3 冊中
2 冊）が完成しており、プロジェクト終了までに完成見込みである。  

2008 年 1 月に TTC 教員は国民教育省が実施したトレーニングを受講し、正式に TTC 教員
として承認されている。2009 年後半に実施された研修コース参加者へのアンケート結果によ
ると、90%以上が「TTC 教員の知識や教授法・技術が適当である」と判断した。一方、本終
了時評価のアンケートによると、63%が TTC 教員の質に関し肯定的、37%がネガティブな評
価をしており、インタビューにおける聞き取りでも、評価が割れていたことが確認された。
回答者の中には、プロジェクト前半は TTC 教員の業務負荷が重かったため、研修の質向上に
労力が割けなかったと分析する者も多くいた。これらから判断し、TTC 教員の知識、技能は
ある程度のレベルに達してはいるが、改善の余地もまだ残されているといえる。 

すべての研修コース、すなわち 10、11 年生用の基礎レベル 1 と 2、12 年生用上級レベル 1
と 2 及びサマーコースはすべて 2009 年末までに１回以上実施された。 
本終了時評価団のアンケートによると、59%が研修の後方支援業務（宿泊施設の手配、研

修案内の送付など）に関しネガティブな評価をしている。この理由として、第１回目の研修
が長かったこと、研修参加者を選定する基準やプロセスが明確化されていないこと、などの
理由が挙げられた。しかし、研修に係るこれらの後方支援業務は研修開始当初と比べ改善さ
れてきているとも認識されている。また、研修の目的を十分理解しないまま研修に参加して
いる教員が多いことも確認されたため、情報の事前提供と周知の徹底が望まれる。 

 



 

【成果 3】TTC の教員研修評価能力が強化される。 
成果 3 はある程度達成した。 
評価並びにモニタリング用のフォーマットが作成され、評価が 11 回、普及校でのモニタリ

ングが計 28 回行われた。一方 TTC 教員のモニタリング・評価能力は更に強化される必要が
あり、モニタリング・評価及び結果のフィードバックシステムを構築する必要性があること
が確認された。 
本指標達成をめざし、本終了時評価団は研修コースの評価及びインターン評価用のアンケ

ート様式を改良する必要があると指摘した。同時に、集計されたデータは綿密に分析された
あと、TTC 内で共有、検討され、次の研修コースの改善のために有効に活用されることが望
ましい。特に普及校のモニタリングに関しては授業観察用のチェックシートを作成し、授業
観察を行って結果を各普及校にフィードバックすることが期待される。また、モニタリング
の際には、ポイントを絞った聞き取りを行い、その解決方法について各校教員と十分に議論
をし、解決案を提案することが望ましい。モニタリング後も引き続き経過を観察し、各校に
対し適切なサポートやアドバイスが継続して与えることも重要である。また、これら各校で
のモニタリング結果を更に今後の TTC 研修に生かしていくことが期待される。 

【成果 4】TTC の長期運営計画策定能力が強化される。 
成果 4 はほぼ達成された。 
MoNE、TTC スタッフ、JICA プロジェクトチーム、JICA トルコ事務所から成るタスクフォ

ースが 2009 年 5 月に立ち上がり、2009 年 5 月から 8 月にかけて 4 度の会議が開催され、TTC
と教員研修システムの将来の方向性について議論がなされた。その議論内容と TTC の現状を
踏まえ、長期運営計画のドラフトが 2009 年 9 月に TTC と JICA プロジェクトチームによって
作成された。長期運営計画には TTC のミッション、方針、目的、活動が盛り込まれている。
計画の内容は 2010 年 1 月の本邦研修の際に更に議論され、トルコ側と日本側で合意に達し

た。長期運営計画は既に最終化され、MoNE により承認された。 
 
（2） プロジェクト目標の達成見込み 

【プロジェクト目標】TTC における教員研修システムが確立される。 
プロジェクト目標は相当程度達成したと判断された。 
私的な事情によりコースを中途終了せざるを得なかった 1 名を除き、現時点で延べ 727 名が研

修を終了し、終了証を授与されている。 
2009 年後半に実施された研修コース参加者へのアンケートによると、平均 78%が「TTC 研修

は現場での生徒への授業において役立つ」と回答している。達成目標の 90%より低いものの、
終了時評価時点で指標の 8 割は達成できている。研修参加終了後数箇月経過時点での研修参加者
へのアンケートによると、96%以上が研修は「現場の授業において役に立った」と評価している。
本終了時評価チームのアンケートでは、77%が「TTC 研修で学んだことを現場の授業で使ってい
る」と回答し、いずれのデータでも目標値の 65%は達成している。また、プロジェクトチーム
のアンケートによると、IAT 学科長の 100%が研修を受けた教員の知識や技能が向上したと評価
している。 
教員研修コースの運営・管理手順に関してはプロジェクトチーム作成の「教員研修マニュアル」

で明確化されている。同マニュアルはプロジェクト終了までに更なる精緻化を図り、最終化され
ることが望まれる研修コースの実施は、機材不足やテキスト作成の遅延のため 12 年生用コース
の実施が遅れたことを除いては、ほぼ計画とおり実施された。 
プロジェクト目標は相当程度達成されたと判断されるが、プロジェクト終了までに一層の研修

の質向上をめざすことが期待される。 
 
（3） 上位目標達成の見込み 
【上位目標】自動制御に関する職業・教育訓練が普及校において有効に実践される。 

上位目標は達成の見込みが確認された。 
イズミール校が収集したインターン受入企業によるインターン生に対する評価では、100％の

企業が「とても良い」または「良い」と評価した。普及校のインターン生もおおむね良い評価を
得ており、5 校からの報告によると、90％以上の企業がインターン生を「良い」以上に評価して
いる。今次調査団が実施したインターン受入企業へのインタビューにおいても、「他のインター
ン生と比べて学習が早い」等、肯定的な評価が聞かれた。 
普及校教員の大多数は上位目標の達成を肯定的に考えている。回答者によって挙げられた潜在



 

的な上位目標達成への阻害要因としては、①機材や作業場が十分に整備されていない、②優秀な
生徒を確保することが困難、③IAT 学科教員が十分に確保できない、④地域に産業が少ない（一
部の普及校からの回答）、などである。MoNE、TTC 及び普及校がプロジェクト終了後も協調し
てこれらの課題を解決し、普及校での自動制御に関する職業・教育訓練が有効に実践されるため
の努力を継続していくことが必要である。 

 
（4） スーパーゴール達成の見込み 
【スーパーゴール】自動制御学科に関する技術者が養成され、トルコ産業界の当該技術者に対

するニーズが継続的に満たされる。 
スーパーゴールの達成度を図るのは現時点では時期尚早である。今次調査時に MoNE と行っ

た協議の結果、スーパーゴールの達成時期として、暫定的に 2030 年をターゲットとすること
で合意した。外部条件のひとつであるトルコ産業界の発展に関しては、多くのトルコ内製造業
が世界不況の影響を受けており、従業員や生産量の削減をしたことが確認されているが、自動
制御技術をもつ質の高い人材に対するニーズは変わらず高いため、普及校は継続して質の高い
教育を供与し続けることが重要である。2 点目の外部要因である IAT 教員の確保に関しては、
TTC における研修を受けた教員のうち約 6 割強が正式に IAT 教員になることを希望し、MoNE
から正式に承認された。現時点では、まだ十分な数の教員が確保されているとはいえないが、
中・長期的には大学のメカトロニクス学科卒業生が IAT 学科教員になることが見込まれること
から、教員不足の問題はしだいに解決されていくと考えられる。スーパーゴール達成のモニタ
リングのため、普及校は卒業生の就職、また大学に進学した場合はその後の進路まで追跡する
システムを確立することも重要である。 

 
３－２ 評価 5項目の評価結果 
（1） 妥当性 

1） トルコ及び日本の政策との整合性 
トルコ政府の第 9 次開発計画（2007～2013 年）によると、トルコは「人的資源の開発」を優

先課題のひとつに掲げており、「教育システムの向上」を同ゴール達成のための戦略のひとつと
している。この中で、「科学技術に関する知識を備えた人材開発」と「効果的な教員研修の実施」
の重要性が強調されている。加えて、同開発計画中の優先課題のひとつである「雇用の拡大」
においても、産業界のニーズを満たすことのできる、科学技術の知識や技能をもった人材育成
の必要性について触れられている。このことから、TTC の教員研修体制整備によって工業・職
業高校の IAT 学科における教育の充実を図り、もって自動制御技術を有する人材の育成に貢献
する本プロジェクトと同国政府の政策との整合性は高いといえる。 
また本プロジェクトは日本の対トルコ援助政策とも合致している。2008 年のトルコ政府との

経済協力政策会議において、本プロジェクトが該当する「人材育成」を含む既存の 5 つの重点
分野1を引き続き支援対象分野とすることが確認されている。2006 年に策定された JICA の対ト
ルコ援助方針も同重点分野に沿って策定されており、「人材育成」を優先課題のひとつと位置づ
けている。 

 
2） TTC と産業界のニーズ 

トルコ産業界では、上述のとおり自動制御技術を有する人材の需要が増加している一方、同
国において自動制御はまだ新しい教育分野であるため、当該分野の効果的な教員研修システム
の確立を通じ、学生輩出につなげるシステムづくりに対する産業界からのニーズは大変高い。
これらのことから、本プロジェクトは TTC 及び産業界のニーズに合致している。 

 
3） プロジェクト計画 

TTC は本プロジェクト開始直前にイズミール校の付属施設として設立された新しい機関であ
ったが、それゆえ、その運営・管理上の課題、TTC 教員の位置づけ、さらに全国の IAT 学科教
員の承認制度などがトルコ内で十分に整理されないままプロジェクトが開始された。また、プ
ロジェクト開始前から、予算が TTC に個別に配賦されない2、TTC 教員をめぐる人事制度が不
明確3など制度上困難な課題が解決されないままプロジェクトが開始したため、TTC 教員の業務

                                            
1 その他 4 つの分野は、「環境」「格差是正」「南南協力」「防災」である。 
2 イズミール校分の予算に若干の上乗せが考慮され配分されている。  
3 TTC はイズミール校の付属施設として設立された経緯から、TTC 教員はイズミール校教員を兼務しており、業務量が単純計算で 2

倍近くになることがあった。これを改善するため、イズミール校校長の判断により、イズミール校所属の教員を二分し、半数を主

にイズミール校での業務を専門とし、残り半数を TTC の業務を専門とすることで改善を試みた。 



 

負荷がプロジェクト前半の活動の進捗と質に影響を与えた。 
なお、TTC における IAT 学科教員養成訓練の制度化4が曖昧なままプロジェクトが開始されて

いる。プロジェクト途中で、教育評議会が「IAT 学科教員の承認の対象は大学のメカトロニク
ス学科卒業生に限る」と規定する、TTC 研修を通じた教員養成と整合性をもたない方針を明示
したが、これにより、トルコ内で TTC に対する見解の違い、TTC における教員研修の位置づ
けや制度化について十分に議論・認識されていなかったことが判明した。結果的に、この問題
は産業技術教育・職業訓練総局の尽力により、本プロジェクトを通じて TTC 研修を受講した教
員は IAT 学科教員となることを選択できるよう解決された。プロジェクト途中で発生した混乱
であったため、プロジェクト開始前に対処を図ることは困難ではあるが、このような事態の可
能性について、プロジェクト開始前にトルコ内部で十分協議されていれば、よりプロジェクト
活動を円滑に実施することができた。 
さらに、IAT 学科教員の認証システムの確立前に同学科教員向け研修を開始することへの妥当

性も慎重に検討する必要があった。現在、TTC において IAT 学科の研修を受けた計 218 名の普
及校教員のうち、最終的に同学科教員となることを希望したのは約 60％の 136 名にとどまるこ
とが確認されている。これは、IAT 学科を有する学校が全国に限られるために、異動先が限定
されることを嫌っての結果とも分析できるが、教員の認証システムが確定したあと、実際に同
学科への異動を予定している教員に対象を限定して研修を行う方がより効率的かつ効果的であ
ったと考えられる。 

 

（2） 有効性 
   「3-1（2）プロジェクト目標の達成見込み｣で既に説明したとおり、プロジェクト目標は相当

程度達成されていることから、プロジェクトアプローチの有効性が確認されたといえる。今後、
プロジェクト目標の達成度の更なる向上をめざし、成果 2 と 3 の達成度を更に高めていくこと
が重要である。そのためには、TTC カウンターパートと共に既存のモニタリング・評価結果を
再分析して研修コースの課題を抽出し、研修コース改善のための方策を検討したうえで、具体
的な改善計画を作成・実行することが有用であると考えられる。 

   各成果のプロジェクト目標達成への貢献度に関しては、成果 2 の研修実施に係る成果が他の
成果よりも大きな割合を占めている。換言すれば、研修の実施に直接関連する成果 1 から 3 を
「サイクル」と考えた相乗効果の産出による効果発現はまだ弱い。例えば、本調査では、教員
研修参加者の 66％が同コースは「各自のニーズをある程度満たしていた」と回答している5。こ
の数値から、参加者の満足度はかなりの割合で適えられたと評価できる一方で、その満足度合
いが「十分」ではなく｢ある程度｣と比較的低くとどまった理由として、①TTC の機材と自校の
機材が異なるため、研修で学んだことを授業で活用することが難しい場合がある、②TTC の機
材数及び実習の時間数が十分でなかった、③自分の専門以外を浅く広く学ぶのではなく、自分
の専門分野の最先端技術を学ぶなど知識を深めたいなどの点が挙げられた。TTC では、基礎知
識や理論を身につけていれば、たとえ機材の型が異なっても使いこなすことができるよう、自
動制御技術の実習技能の根幹となる基礎知識や技術を教授することを目的として研修を計画・
運営しているが、この方針が研修参加者には十分に浸透していないと分析できる。研修参加者
の期待と TTC が提供するコースの意図の若干のずれがプロジェクトで実施中のモニタリング・
評価活動ではうまく把握できておらず、また、一部プロジェクトチームにより認識されていて
も解決のための根本的な策が考えられ、次の研修に生かすことが十分には行われていない。こ
れは、プロジェクトがめざす「Plan→ Do→ See→ Action」のサイクルが十分に機能するには、改
善の余地があることを示している。 

   研修の質（研修コースの内容、TTC 教員の質、配布物や教材の質、及び手続き業務）に関し、本
調査で過去の研修参加者にアンケートを行った結果、それぞれに関して肯定的に評価した回答者の割
合は、TTC 教員の質については 63％6、研修コースの内容では 55％7、配布物や教材の質では 48%8、
手続き業務については 41%であった9。研修コースの内容、配布物や教材、後方支援業務に関する比
較的低い評価は、TTC 教員がプロジェクト期間前半において多忙を極めていたため、研修の改善に
十分な時間と労力を割けなかったことも理由の一因であると考えられる。また、いくつかの項目に関

                                            
4 TTC による IAT 研修を受講すれば、もともと、電気、電子、機械、コンピュータの専門であっても（メカトロニクス学科を卒業

していなくても）、正式に IAT 教員として承認される、ということが MoNE 内で制度化されていなかった。 
5 N=127 
6 N=132 
7 N=130 
8 N=132 
9 N=130 



 

しては比較的低い評価がなされているが、回答者の多くはこれらの項目に関し、プロジェクト開始当
初よりは改善されてきていると認識しており、上述の「See→Action」のサイクルへの取り組みが一
部で評価されていることの証しである。 
モニタリング・評価の結果を計画と実施に生かしていくことでプロジェクトアプローチの有効

性を更に高めることができると考えられる。特に、TTC カウンターパートが普及校から十分に
聞き取りを行いその結果を分析、フィードバックすること、参加者に TTC 研修の方針や目的を
十分に周知し理解を促進することが望まれる。 
一方で、外部条件の「カウンターパートが TTC にとどまる」は現在のところ満たされている

ものの、将来的には TTC 教員の身分が規定されていないことから、長期的に継続していくか否
かが定かではない。プロジェクト終了後もプロジェクト効果が持続されるためには、後任の TTC
教員養成の検討なども含めた方策を講じることが必要である。 

 
（3） 効率性 

   TTC と普及校に対する機材調達のための MoNE からの予算配賦が遅れたことにより、いくつ
かの研修コースが当初のスケジュールどおり実施するのが困難となったため、急遽日本側が
TTC 向け機材を供与することとなった。 

   前述したとおり、プロジェクト前半は、TTC 教員が付属のイズミール校との兼任だったため、
業務負荷が原因で TTC における研修の質を更に向上させていくことが困難であった。プロジェ
クト後半では、この教員割り当ての問題はイズミール校校長の尽力の結果整理がなされ、現在
では TTC 教員は研修に十分な労力を割けるようになり、成果 2、3 の達成度が改善されつつある。

IAT 学科の教員数について、プロジェクト開始当初、同学科教員の認証システムが MoNE 内で
明確化されていなかったため、一部の対象教員が IAT 学科への異動を躊躇し、十分な数の IAT
学科教員を確保するのが難しい状況であった。2010 年 3 月 10 日に MoNE 人事局により発行さ
れた公式通知により、TTC で研修を受けた教員で IAT 学科の教員になることを希望した教員全
員を正式に IAT 学科教員として承認する措置が取られ、218 名中 137 名がこれを希望し全員が正
式に IAT 学科教員として承認されたが、まだ必要な数には到達していない。ただし、今後、大
学のメカトロニクス学科卒業生が IAT 学科教員として採用される手続きを開始していくことか
ら、教員不足の問題はしだいに解決されていくと考えられる。 
本プロジェクトの効率性に貢献した要因としては、重い業務負荷に負けないほどの士気が高

く、優秀なカウンターパートが配置され、彼らがプロジェクト活動を主体性をもって牽引して
きたことが挙げられる。さらに前プロジェクト10が産出した成果、つまり、研修を受け十分な能
力を身につけたカウンターパートや、日本側と TTC 及び MoNE との良好な関係、トルコ側の高
いオーナーシップ、イズミール校に供与された機材などを有効活用したことが挙げられ、この
ことによりプロジェクト活動がスムーズに進捗した。 

 
（4） インパクト 

上位目標達成の予兆は確認されており、プロジェクト終了後の達成は可能と考えられる。 
そのほかの性のインパクトとして産業界との研修実施の契約や、スペインの教員養成施設で

ある TKNIKA との連携が確立されたことが挙げられる。これらの協力関係は本プロジェクトに
より TTC の人材及び組織的能力が向上したことにより実現された。さらに TTC は国際協力庁
（Turkish International Cooperation and Development  Agency：TIKA）と連携してアゼルバイジャ
ンの IAT 学科教員のための研修も行っており、今後更に他の周辺国へ支援を拡大したいとして
いる。加えて多くの普及校教員が、TTC は研修を受けるだけの場にとどまらず、他校の教員と
の交流の場としても機能しており、他校教員と意見や経験を共有し学び合う場となっているこ
とを高く評価した。さらに普及校間の横のつながりができ、日常的に情報を交換したり、助け
合うようになったこともインパクトのひとつとして挙げられる。そして本プロジェクトで教員
研修システムのモデルが構築されたことで、MoNE は IAT 学科以外の分野においても同様の教
員研修システムの導入を検討し始めている旨、産業技術教育・職業訓練総局から発言があり、
更なるインパクトをもたらすことが期待される。 

 
（5） 自立発展性 

1） 政策面 
トルコ内における技術教育に関する政策的支援は、産業界の需要を満たすことを重視してい

る第 9 次開発計画(2007～2013 年)により今後も持続するものと考えられる。一方で、本プロジ

                                            
10 「自動制御技術教育改善計画プロジェクト」2001 年 4 月開始 2006 年 4 月終了 



 

ェクトの中間レビュー調査時に指摘されているとおり、TTC の組織的位置づけや役割を制度的
に担保し得るものはこれまで産業技術教育・職業訓練総局長から大臣に発出・承認された文書
のみであり、それも、TTC はイズミール校の付属施設として産業技術教育・職業訓練総局の管
轄下にあること、IAT 分野の教員研修を行う目的に活用されるべきことが簡単に述べられてい
るだけで、その詳細な責任範囲や業務内容、予算措置、人員配置や職員の身分に関する事項に
ついては十分に規定されていない。その結果、TTC に必要な予算や人員はイズミール校に配分
された中からイズミール校校長の裁量で配分するという状態が続いている。終了時評価調査の
実施前に TTC の長期運営計画が MoNE 産業技術教育・職業訓練総局によって承認されてはいる
が、今後この長期運営計画及び TTC の位置づけ・制度化に関し MoNE 内で広く承認を得、組織
的自立発展性をより確実なものにしていくことが望まれる。そのためには、TTC の活動や成功
例を MoNE 内外で広く共有・周知し、広めていくことが重要である。 

 
2） 財政面 

2010 年 2 月時点では TTC に対する個別の予算の配賦は計画されておらず、イズミール校と共
同の予算であるため、予算の振り分けや個別の管理などに関し、不便が生じている。他方、TTC
はフィリップモリスや SMC と連携して研修を実施する契約を結ぶこととなっており、これらの
活動から今後数年は独自の収入を得ることができると考えられる。 

TTC に供与された機材の修理・維持費用は、現時点では個別に確保されていない。TTC にお
ける質の高い研修を今後も継続していくためには、本プロジェクト期間中に供与された機材の
修理・維持費用を、これらの収入から個別に確保することが望ましい。 

 
3） 人員面及び技術面 

TTC 教員の身分、後任者の養成、配置ローテーション等を含む TTC の人事制度は、今現在
MoNE により明確化されていない。この人事制度が不明確なことにより、将来にわたり継続的
に質の良い TTC 教員を確保することが困難になることが憂慮される。本プロジェクト及び前プ
ロジェクトにより集中的に訓練され能力開発されたTTC講師がプロジェクト終了後他校に異動
になることも考えられるため、後任者の養成を含め、引き続き TTC で質のよい研修を提供し続
けるための方策を MoNE と TTC が協力して検討していくことが重要である。 

TTC カウンターパートの能力及びモチベーションは既に十分高いと判断できる。よって、今
後、彼らが産業界や他国の教員養成施設との連携により、自らの知識及び技術レベルを保持あ
るいは更に高めていくことは大いに可能性があると考えられる。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
    
（1） 計画・内容に関すること 

 前プロジェクトの成果や経験の活用 
 

（2） 実施プロセスに関すること 
 MoNE 及び TTC カウンターパートの強いコミットメントとオーナーシップ 

 
３－４  問題点及び問題を惹起した要因 
（1） 計画・内容に関すること 

 プロジェクト開始前の TTC の運営・管理上の課題及び TTC の教員の位置づけに関する課題
の整理 

 プロジェクト開始前の IAT 教員の承認制度の整理の欠如 
 

（2） 実施プロセスに関すること 
 国民教育省による TTC への予算配賦の遅れ 
 普及校用機材調達の遅れ 

 
３－５ 結論 
 今次調査の結果から、本プロジェクト活動は途中、トルコ側の予算配賦の遅れが原因で一部作業
が遅れることがあったが、その後の挽回によって、当初の協力期間内にプロジェクト目標を達成す
る見込みが確認された。プロジェクトに対するトルコ側のオーナーシップは大変高く、プロジェク
ト途中で確認されたさまざまな課題についても、ひとつずつ解決にあたった姿勢はプロジェクトが
円滑に実施している最大要因のひとつとして評価に値する。こうしたトルコ側のオーナーシップを



 

受けて、残りの協力期間も順調に活動が進んでいく見込みが確認されたために、今次調査ではプロ
ジェクト活動を延長する必要はないと判断する。 
他方、上位目標やスーパーゴールをそれぞれの予定時期までに達成するためには、現在予定され

ている活動に加えて新たな活動をプロジェクト期間中に実施・開始しておくことが望ましく、この
点については第 4 章で詳しく述べたい。 
 
３－６ 提言 
＜プロジェクト期間中に係るもの＞ 

（1） 普及校の研修参加教員に対する理解促進及び、研修結果のモニタリング・フィードバック
体制の強化 

今次調査では、普及校からの研修参加者が、TTC における教員研修で得た知識の内容には満
足しつつも、一方で、より最新技術について学びたいなど自身のニーズとの相違を指摘する意
見が一部見受けられた。ただし、教員研修の目的は、あくまでも各普及校における授業をより
効果的に実施するために、基礎技術の習得や教授法等を重視すべき性質のものである。TTC 教
員はこのことをよく承知しこれまでも関係者への説明を試みてきたが、今次調査の範囲では、
依然として TTC での研修の意義が、普及校のすべての教員にまでは必ずしも十分に理解されて
いないことが確認された。そのため、TTC では引き続き普及校参加者の理解促進のための取り
組みを行っていくことが求められる。 

一方、TTC の教員向け研修の受講者人数を一定程度確保するために、研修参加者のニーズを
取捨選択し、正当に検討したうえで研修内容に反映していくことも必要である。現在作成中（使
用していくなかで、随時更新を行う予定）の「教員研修マニュアル」は、実施済み研修の受講
者に対するモニタリング実施手法について計画されている。残りのプロジェクト期間内にこれ
らを確実に行い、過去の研修参加者からのコメントを今後予定されている研修内容にフィード
バックさせる仕組みの更なる強化が必要である。 

 
＜プロジェクト期間中及び終了後に係るもの＞ 
（2） TTC の活動及び予算面における自立発展性 

TTC は本プロジェクトの終了を見据え、スペインなど他国の同様の国際機関や産業界との連
携の準備を進めており、こうした組織から技術的・予算的な支援を得る見込みがある。こうし
た関係機関との連携をより強化していくことで、TTC 教員の技術的なスキルアップ、活動実施
のために必要な予算の確保、更にこれら関係機関からの新規研修のニーズを発掘するなど、TTC
の自立発展性に寄与することを期待する。 

 
（3） TTC 教員の身分の明確化 

これまで実施してきた TTC におけるさまざまな取り組みを今後も継続的に実施していくた
めには、プロジェクトを通じて直接支援してきた 8 名の教員がプロジェクト終了後も継続的に
TTC に配置されることが重要である。ところが、現時点では同教員の身分を定めた規定がない
ことから、今後 MoNE には、同教員の身分を明確にするための対応を期待する。 

 
（4） 授業運営に係る新規研修の計画及び実施 

本プロジェクトで当初計画していた IAT学科教員向けの研修はすべてプロジェクト期間中に
開発・実施されており、これらはプロジェクト終了後も継続的に実施されていくことが期待さ
れる。一方で、第 3 章評価結果でもふれたように、TTC では教授法や授業計画作成方法など、
生徒の学力を高めるための効果的な授業運営に関する新規研修をも計画・実施していくことが
望ましい。 

 
＜プロジェクト終了後に係るもの＞ 
（5） メカトロニクス学科卒業者向け研修の制度化 

IAT 学科の教員に関し、TTC で研修を受講している全国 20 の普及校教員が優先的に IAT 学
科に配置されることになっているが、今後は大学のメカトロニクス学科を卒業した者が同学科
教員に配置されることとなっている。MoNE には、これらメカトロニクス学科を卒業した教員
に対して TTC での教員研修の受講を制度化することを期待する。 

 
（6） 周辺国への支援展開 

トルコは地理的な関係から、周辺の中央アジアや中東等の地域との関係が強く、自国の知見
を生かしたこれらの国々に対する支援の実施は、トルコの政策とも合致している。本プロジェ



 

クトで扱ってきた自動制御技術（IAT）は汎用性が高く、さまざまな産業における人的資源開発
に貢献できる技術として、高い可能性を有している。本プロジェクトを通じて TTC が得た成果
やノウハウを、周辺諸国に普及させることで、本プロジェクトの更なる成果発現を期待する。

 
（7） 国内の他学科への展開： 

TTC は、トルコにおける初の教員研修センターとして設立された。プロジェクトの更なる成
果発現の観点から、TTC で構築した教員研修システムをモデル化し、農業技術教育・職業訓練
総局(Directorate General of Vocational Education and Training ：DGVET)が所掌する他の産業技
術・職業教育分野にまで普及させていくことが期待される。 

 
３－７ 教訓 
（1） プロジェクト開始前における、援助対象機関・部署の組織的位置づけの明確化 

相手国のオーナーシップや活動の自立発展性を担保するためには、予算や人員が滞りなく計
画的に配置されていくことが不可欠である。その大前提として、対象機関・部署の位置づけや
設立目的が組織的に承認されることが必要であり、プロジェクト開始時には、この点が明確に
なっていることを確認してから、あるいはその整理を行ったうえでプロジェクトを開始する必
要がある。 

 
（2） 当該国の教員制度の整理 

新規に学科を設立する、もしくは新規に設立された学科を支援するような枠組みの案件の場
合、当該国の教員制度への配慮と対応が十分でないと、プロジェクトを通して育成する教員の
採用先が確保できなかったり、そうした事態を恐れてプロジェクト活動の参加者が十分に集ま
らない可能性がある。教員制度は各国で事情が異なるため、プロジェクト開始前はもちろん、
プロジェクト開始後も、相手国の担当省庁の動きを常に確認していくことが求められる。 

 
（3） 前フェーズの成果の活用 

   本プロジェクトでは、前フェーズのプロジェクトが産出した成果（能力・意欲の高いカウン
ターパートの配置、カウンターパートと日本側関係者との良好な人間関係、供与機材の活用等）
の活用が、成果の達成に大きく貢献したといえる。過去に同一のカウンターパートを対象とし
た支援を行った実績がある場合には、前身プロジェクトの成果をうまく活用できるような枠組
みにしていくことが、より高い成果を上げるためにも望ましい。 

 
 



 

Summary of Evaluation Result 
1. Outline of the Project 

Country
:  The Republic of Turkey 

Project Title: Project on Strengthening the Program of 
Expanding Industrial Automation Technologies Departments 
(SPREAD) 

Sector:  Industrial technical education and 
vocational training  Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in 
Charge: 

Technical and Higher Education 
Division, the Human 
Development Department  

Total Cost: approximately JPY 222 million  
Partner Country’s Implementation Organization: Ministry of 
National Education (MoNE) 

Period of 
Cooperation
:  

(R/D): May 7, 2007 Supporting Organization in Japan: Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and T echnology (MEXT) 

August 2007-September 2010 

Related Cooperation: Technical Cooperation Project 
“Establishment of Industrial Automation Technologies 
Departments in Anatolian Technical High Schools” 
(2001-2006) 

1-1 Background to the Project 
As manufacturing industries have expanded rapidly since 1990, meeting the need for large numbers of 

high quality manufacturing engineers, particularly core engineers, was an urgent issue in the Republic of 
Turkey (hereinafter called Turkey). In the 7th Five-Year Development Plan (1996-2000), the development of 
the human resources needed to support the rapid growth was included in the top priority issues. In line with 
this policy, Turkey has been implementing measures to improve the education system. However, while 
Turkish manufacturing is growing, the technical levels of the personnel involved in manufacturing industries, 
particularly those who have control engineering skills, have not fully met the needs of private companies. 
Therefore, it was pointed out that human resource development in the sector needed to be strengthened. 

In light of this situation, the Turkish Ministry of National Education (MoNE) implemented the Technical 
Cooperation Project “Establishment of Industrial Automation Technologies Departments in Anatolian 
Technical High Schools” from 2001 to 2006 with Japanese assistance, in order to develop human resources 
who have control engineering skills. As part of the project, the Turkish government established Industrial 
Automation Technologies (IAT) Departments within the Anatolia Vocational High Schools in Izmir and 
Konya. After the successful establishment of the departments, the MoNE also founded IAT Departments in 20 
other Anatolia Vocational High Schools in Turkey (hereinafter called expansion schools) as well as founding 
the Teacher Training Center (TTC) as a facility attached to the Izmir Anatolia Vocational High School in order 
to disseminate IAT education in Turkey. 

When the above-mentioned project was coming to an end, Turkey published the Ninth Development Plan 
(2007-2013) which stipulated “human development” as a main objective, renewing its focus on technical 
education. It was in this context that the Turkish government requested Japan’s cooperation in the Project on 
Strengthening the Program of Expanding Industrial Automation Technologies Departments (SPREAD) which 
aims to develop an implementation structure in the TTC to provide training courses to teachers. The project 
was then launched in August 2007. The planned duration was about three years (August 2007-September 
2010). 

 
1-2 Project Overview 
(1) Super Goal: IAT engineers are trained and the demand for human resources in the industrial sector in 

Turkey will be fulfilled to a considerable extent.  
(2) Overall Goal: Vocational education and training (VET) for IAT at the expansion schools will be

practiced effectively. 
(3) Project Purpose: The teacher training system will be established at the TTC.  
(4) Output: 1) TTC’s abilities to develop teacher training plans will be strengthened.  

2) TTC’s abilities to implement teacher training courses will be strengthened.  
3) TTC’s abilities concerning teacher training evaluations will be strengthened.  
4) TTC’s capacity to develop a long-term strategy will be strengthened.  

(5) Input (at the time of the evaluation)  
Japanese Side: Dispatched experts: 21 experts Provision of equipment: JPY 6,903,771 

Accepted trainees: 25 trainees Local cost: JPY 22,235,000 
Partner Country’s Side: Allocation of Counterparts: 15 counterparts  



 

Purchase of equipment: TL 999,900 (JPY 58,554,000) 
Others: Provision of TTC facilities and an office for the Japanese experts (within the TTC)  

The utility costs and the internet costs for the facilities  
Local costs: Per diems and accommodation costs for the training participants from the 
expansion schools 

2. Evaluation Team  
 Team Leader Nobuyuki 

Konishi 
Head of the Higher Education and Social Security Group, the 
Human Development Department, JICA 

Teacher 
Training  Shigeru Ikemori

Subject Investigation Officer at the School Management 
Support Division, the Elementary and Secondary Education 
Bureau, MEXT  

Cooperation 
and Planning Sae Kojima Staff member at the Technical and Higher Education Division,

the Human Development Department, JICA  
Evaluation 
and Analysis Chie Tsubone Consultant from Global Link Management, Inc.  

Period February 23, 2010 to March 14, 2010 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
3. Summary of Evaluation  
3-1 Result of Cooperation 
(1) Achievement of the Output 
[Output 1] TTC’s abilities to develop teacher training plans will be strengthened. 

Output 1 was mostly achieved.  
In preparation for the development of the teacher training curriculum, the project team: 1) assessed the 

TTC’s needs and industry’s needs by conducting a baseline study; 2) clarified the training course objectives; 
and 3) evaluated the existing teacher training courses and closely examined the issues identified in the 
evaluation.  

The framework for the development and revision of a curriculum is explained in the Teacher Training 
Manual created by the project, but it only provides a brief explanation. Therefore, it is necessary to document 
the tacit knowledge related to the development and revision of a curriculum and to make the manual more 
detailed. In addition, more detailed explanations are needed regarding the necessity for and the methods of
revising a curriculum and adjusting training plans in accordance with the revisions. Further, it is also 
necessary to document the reasons for the revisions of a curriculum during the project period, the processes
used for the revisions and the correction of training plans in accordance with the revision of a curriculum, for 
future reference.  

The project team reconstructed the teacher training curriculum by constantly comparing it with the 
framework of the IAT Department curriculum stipulated by the MoNE and developed a curriculum made up 
of 25 subjects in six groups. The curriculum set lecture hours for each of the tranees’ specialized subjects.  
 
[Output 2] TTC’s abilities to implement teacher training courses will be strengthened.  

Output 2 was achieved to a certain extent.  
The syllabus format was clarified and syllabuses for all subjects were produced by August 2009. The 

content of textbooks was also clarified using a specified format. At the time of the completion of the terminal 
evaluation, all the textbooks for grade 10 and grade 11 had been created. They have also finished creating 
87% of the textbooks for grade 12 in terms of the number of pages (four textbooks out of nine) and 64% of the 
textbooks for the summer course in terms of the number of pages (two textbooks out of three), which are 
expected to be completed by the end of the project. 

TTC teachers took a training course conducted by the MoNE in January 2008 and were officially 
recognized as TTC teachers. According to the results of the questionnaire survey for participants on the 
training courses conducted in the second half of 2009, over 90% considered that the TTC teachers’ level of 
knowledge, teaching methods and techniques were appropriate. On the other hand, according to the 
questionnaire survey conducted in the terminal evaluation, 63% gave a positive evaluation on the TTC 
teachers’ quality and 37% gave a negative evaluation. The interview survey also confirmed that the 
evaluations of the teachers were mixed. Many of the respondents observed that the TTC teachers could not 
spare the time to improve the quality of training because they had a heavy work load during the first half of 
the project. Based on the survey results above, there is still room for improvement although the TTC teachers’
knowledge and skills have reached reasonable levels.  



 

All the training courses, i.e. basic level 1 and 2 for grade 10 and grade 11, advanced level 1 and 2 for grade 
12 and the summer course, had been conducted at least once by the end of 2009.  

According to the questionnaire survey conducted by the terminal evaluation team, 59% gave a negative 
evaluation of the administrative support for the training courses (such as arranging accommodation and 
sending training information). The reasons stated included the first training course being too long and that the 
criteria and process for selecting the training participants were not made clear. However, they also recognized 
that the quality of the administrative support had improved when compared to the beginning of the training 
program. It was also confirmed that many teachers participate in the training courses without understanding 
the objectives of the training. Therefore, it is recommended that information is provided in advance to all the 
people involved.  
 
[Output 3] TTC’s abilities concerning teacher training evaluations will be strengthened. 

Output 3 was achieved to a certain extent.  
The formats for evaluation and monitoring were created. Evaluation was conducted 11 times and 

monitoring at the expansion schools was conducted 28 times in total. However, it was confirmed that there is a 
need to strengthen the monitoring and evaluation abilities of the TTC teachers and to develop a system to feed 
back the results of monitoring and evaluation.  

In order to achieve this, the terminal evaluation team pointed out that it is necessary to improve the 
questionnaire formats for evaluating training courses and evaluating interns. At the same time, it is desirable 
for aggregated data to be carefully analyzed, shared and discussed within the TTC and effectively utilized for 
improving future training courses. In particular for monitoring at the expansion schools, it is hoped that a 
check sheet for observing classes will be created, class observation will be conducted and the findings will be 
fed back to each expansion school. In monitoring, it is desirable that interviews focus on important issues, that 
methods to resolve the issues are fully discussed with the teachers at each school and that solutions are 
proposed to the school. It is also important to continue observing progress after the monitoring and continue 
providing appropriate support and advice to each school. It is also expected that the results of the monitoring 
at each school will be utilized in future TTC training.  
 
[Output 4] TTC’s capacity to develop a long-term strategy will be strengthened. 

Output 4 was mostly achieved. 
A task force made up of personnel from the MoNE, TTC staff, the JICA project team and the JICA Turkey 

Office was launched in May 2009. The task force held four meetings over the period from May through 
August, 2009, where the future direction of the TTC and the teacher training system were discussed. Based on 
the discussion results and the current situation at the TTC, a draft TTC Long-Term Strategy was produced by 
the TTC and the JICA project team in September 2009. The Long-Term Strategy sets forth the TTC's mission, 
policies, objectives and activities.  

The strategy content was further discussed during the training in Japan in January 2010 and it was agreed 
by the Turkish and Japanese parties. The Long-Term Strategy has already been finalized and approved by the 
MoNE. 
 
(2) Achievement of the Project Purpose 
[Project Purpose] The teacher training system will be established at the TTC. 

It was determined that the project purpose was achieved to a considerable extent. 
Except for one trainee who had to quit the course for personal reasons, a total of 727 trainees have so far 

completed the training courses and been given certificates of completion. 
According to a questionnaire survey for participants on the training courses conducted in the second half of 

2009, an average 78% of the participants answered that the TTC training courses were useful when they gave 
lessons to students after they went back to their schools. Although this is lower than the target (90%), 80% of 
the indicator target was achieved at the time of the terminal evaluation. According to a questionnaire survey 
for training participants conducted several months after the training courses were completed, over 96% of the 
participants answered that the training was useful for lessons at their schools. In a questionnaire survey 
conducted by the terminal evaluation team, 77% answered that they were using what they learned in the TTC 
training for lessons at their schools. All the data shown above exceeded the target value of 65%. According to 
a questionnaire survey conducted by the project team, 100% of the heads of IAT Departments said that the 
teachers who received the training increased their knowledge and skills. 

The operational and management procedures for teacher training courses were clarified in the Teacher 



 

Training Manual developed by the project team. It is hoped that the manual will become more detained and be 
finalized before the project comes to the end. The training courses were mostly implemented as planned, 
except for the implementation of the courses for grade 12 which were delayed due to a shortage of equipment 
as well as because of the delayed preparation of textbooks. 

Although it has been determined that the project purpose has been achieved to a considerable extent, it is 
hoped that the project will work to further improve the quality of the training by the end of the project. 
 
(3) Possibility of Achieving the Overall Goal 
[Overall Goal] Vocational education and training (VET) for IAT at the expansion schools will be practiced 
effectively. 

Signs of achieving the overall goal were observed.  
The Izmir school collected evaluations on interns made by the companies hosting the interns. According to 

the evaluations, all the companies said that interns are “excellent” or “good.” Interns from the expansion 
schools also generally received positive evaluations. According to five of the expansion schools, more than 
90% of the companies said that the interns were “good” or better. In interviews with companies hosting the 
interns which were conducted by the evaluation team, positive comments were heard, for example, “the 
interns are quick learners when compared to other interns.”  

A large majority of teachers at the expansion schools are positive about the achievement of the overall 
goal. Respondents raised problems that may prevent the achievement of the overall goal, which include the 
following. 1) Equipment and workshops are not adequately provided. 2) It is difficult to secure excellent 
students. 3) It is not possible to recruit an adequate number of IAT Department teachers. 4) There are only a 
few industries in the area (reply from some of the expansion schools). The MoNE, the TTC and the expansion 
schools will need to cooperate with each other to solve these problems and continue their efforts to effectively 
implement vocational education and training on IAT at the expansion schools after the project ends.  
 
(4) Possibility of Achieving the Super Goal 
[Super Goal] IAT engineers will be trained and the demand for human resources in the industrial sector in 
Turkey will be constantly fulfilled. 

It is too early to measure the achievement level for the super goal at this point. As a result of a consultation
with the MoNE conducted during the present study, it was agreed that the target year for the super goal be
tentatively set as 2030. Regarding the development of the industrial sector in Turkey, which is one external 
condition for the achievement, it has been confirmed that many Turkish manufacturing industries have been 
affected by the global recession and reduced the number of employees and the amount of production. 
However, high demand for quality personnel who have knowledge about IAT is unchanged. Therefore, it is 
important for the expansion schools to continue providing high quality education. Another external factor is 
the recruitment of IAT teachers. A little over 60% of the teachers who received training at the TTC wished to 
become official IAT teachers and they were officially approved by the MoNE. A sufficient number of teachers 
have not yet been recruited, but it is expected that the teacher shortage problem will be solved in the medium 
to long term, because graduates of mechatronics departments in universities are expected to become IAT 
Department teachers in the future. In order to monitor the progress in the achievement of the super goal, it is 
important for the expansion schools to establish a system to monitor who has employed the graduates and if 
they proceeded to university, what career choices they made after they graduated from university.  
 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
Consistency with Turkish and Japanese Policies 

The Ninth Development Plan (2007-2013) of the Turkish government stipulates “human development” as 
one of the priority issues and “enhancing the educational system” as one strategy to achieve this goal. In this, 
the Turkish government emphasized the importance of the development of human resources familiar with 
scientific and technological usage and production and the implementation of effective training for teachers. In 
addition, in the “Increasing Employment” section which is another priority issue in the development plan, it 
mentions the need to develop human resources with knowledge and skills in science and technology to meet 
industry’s needs. Therefore, the project is highly consistent with Turkish government policy because the 
project aims to improve the education given by IAT Departments at technical and vocational high schools 
through developing the teacher training system at the TTC, thereby contributing to the development of human 
resources who are knowledgeable about IAT.  



 

The project also matches with the Japanese assistance policy for Turkey. In the economic cooperation 
policy meeting with the Turkish government in 2008, it was confirmed that the existing five priority fields,11

including “human resource development” which the project comes under, will continue to be subject to the 
assistance. JICA’s assistance policy for Turkey formulated in 2006 also follows these priority fields and 
stipulates “human resource development” as one of the priority issues. 
The Needs of the TTC and Industry 

As mentioned above, the demand for human resources with IAT knowledge is growing in industry in 
Turkey, but IAT is still a new educational field for the country. Therefore, there is strong demand from 
industry for a system to produce large numbers of graduates in the IAT field through the establishment of an 
effective teacher training system for the field. Therefore, the project meets the needs of the TTC and industry.
The Project Plan 

The TTC is a new center which was established as a facility attached to the Izmir school just before the 
project started. Therefore, the project started before the problems in the TTC’s operation and management 
were clarified and before the job criteria of the TTC teachers were clarified. The project also started before the 
national approval system for the IAT Department teachers was fully developed.  

The project also started before difficult institutional problems were solved. These problems include the fact 
that the budget is not earmarked for the TTC when it is allocated12 and the unclear personnel system for the
TTC teachers.13 These problems caused heavy work burdens for the TTC teachers and it affected the progress 
and quality of the activities conducted in the first half of the project.  

The teacher training courses for IAT Departments at the TTC were not properly institutionalized14 when 
the project started. Midway through the project, the education council announced a policy where only the 
graduates of mechatronics departments in universities could be approved as IAT Department teachers. This 
contradicted the policy to train teachers through the TTC training. Therefore, it became clear that there were 
different opinions about the TTC and that the roles and institutionalization of the teacher training system at the 
TTC had not been fully discussed or recognized within Turkey. With the efforts made by the General 
Directorate of Vocational and Technical Education (DGVET), the problem was eventually solved by offering
teachers, who have completed the TTC training through the project, the choice of becoming IAT Department 
teachers. This was a confusion which occurred midway through the project and it would have been difficult to 
take preventive action before the launch of the project. Nonetheless, had the possibility of such a situation 
occurring been fully discussed within the country before the project started, the project activities could have 
been implemented more smoothly.  

In addition, a careful examination should have been conducted into whether it was relevant to start the 
training courses for potential IAT Department teachers before the system to certify IAT Department teachers 
was established. So far, only about 60% (136 teachers) of the 218 expansion school teachers who received the 
IAT training at the TTC have decided to become IAT Department teachers. One reason for this could be that 
the teachers wanted to avoid a situation where the choice of school was limited because of the limited number 
of schools which have IAT Departments in the country. However, it would probably have been more efficient 
and effective if the project had waited for the teacher certification system to be established and had then 
provided training only to those who planned to work in IAT Departments. 

 
(2) Effectiveness  

As explained in “3-1. Achievement of the Project Purpose,” the project purpose was achieved to a 
considerable extent. Therefore, it can be said that the effectiveness of the project’s approach was confirmed. It 
is important that the project continues to work to increase the achievement levels for Outputs 2 and 3 in order 
to fully achieve the project purpose. For this reason, it will be useful for the project to reanalyze the existing 
monitoring and evaluation results in order to identify problems in the training courses together with the TTC 
counterparts, discuss measures to improve the training courses and then produce and implement a detailed 
improvement plan. 

                                            
11 The other fields are “the environment,” “correction of disparity,” “South-South cooperation” and “disaster prevention.”  
12 Some funds are added to the budget for the Izmir school when the budget is allocated to the school. 
13 Because the TTC was established as a facility attached to the Izmir school, the TTC teachers also worked as Izmir school teachers. A simple 

calculation showed that the teachers’ duties almost doubled at one point. In order to improve the situation, the principal of the Izmir school 
decided to divide the Izmir school teachers into two groups of equal size, assign duties for the Izmir school to one group and the TTC duties to 
another group.   

14 At that time, the MoNE had not institutionalized the system where teachers who receive the IAT training at the TTC are officially approved as 
IAT teachers even if they originally specialized in electrical engineering, electronics, mechanical engineering or computing (even if they did 
not graduate from a mechatronics department).  



 

When looking at the contribution of each output to the achievement of the project purpose, Output 2 
concerning the implementation of training contributed the most. In other words, when considering Outputs 1, 
2 and 3 (that are directly related to the implementation of training) as one cycle, the cycle has not yet resulted 
in a significant synergy effect. For example, the terminal evaluation study showed that 66 % of the teacher 
training participants said that the training courses met their needs to some extent.15 This shows that a 
significant percentage of participants were satisfied, but only to “some extent” rather than to “the full extent.”
The reasons for this relatively low level of satisfaction included the following. (1) To some extent, it is 
difficult to utilize what they learned in the training within their classes because the equipment used at the TTC 
and their schools are different. (2) The number of pieces of equipment available at the TTC and the practice 
hours were inadequate. (3) They wanted to deepen their knowledge by learning, for example, cutting-edge 
technologies in their fields of study instead of obtaining broad and general knowledge about different fields 
including ones that they did not specialize in. The TTC is planning and operating its training courses with the 
aim of teaching basic knowledge and technologies that are essential to gain practical IAT skills, so that 
trainees can utilize different types of equipment using the basic knowledge and theories that they learned. 
However, the above study results suggest that this TTC policy was not understood by all the training 
participants. Some differences between the expectations of the training participants and the objectives of the 
courses provided by the TTC were not properly identified through the monitoring and evaluation activities 
being conducted by the project. Even though some of the differences were recognized by the project team, 
they did not properly consider measures to fundamentally solve the problem and apply the measures to the 
following training courses. This indicates that there is room for improvement so that the cycle that the project 
aims to achieve (“Plan  Do  See  Action”) functions fully. 

The terminal evaluation team conducted a questionnaire survey for past training participants about the 
quality of the training (the content of the training courses, the quality of the TTC teachers, the quality of 
handouts and teaching materials and the handling of procedures). The percentage of respondents who 
evaluated each topic positively was: 63%16 for quality of the TTC teachers; 55%17 for the content of the 
training courses; 48%18 for quality of handouts and teaching materials; and 41%19 for the handling of 
procedures. It is thought that one reason for the relatively low percentages given for the content of the training 
courses, the quality of handouts and teaching materials as well as the administrative support is that the TTC 
teachers became over burdened with their duties in the first half of the project and could not spare enough 
time and labor to improve the training. Although the respondents gave a relatively low evaluation for some 
topics, many of them recognized that improvements have been made when compared to the initial stage of the 
project. This proves that the efforts in the “See  Action” part of the cycle mentioned above were positively 
evaluated in part. 

It is thought that the project’s approach can be more effective if its monitoring and evaluation results are 
utilized for planning and implementation. In particular, it is desirable that the TTC counterparts conduct full 
interview surveys at the expansion schools, analyze and feed back the results as well as informing all the 
participants about the policies and objectives of the TTC training courses in order to promote their 
understanding.  

One external condition, “The counterparts will stay at the TTC” is currently being met, but it is not clear if 
they will stay at the TTC in the long term because their position as TTC teachers will not guaranteed in the 
future. In order to ensure that the effects of the project continue after the project ends, it is necessary to 
consider measures, including training future TTC teachers as replacements.  
 
(3) Efficiency  

The delay in the allocation of budget from the MoNE to the TTC and to the expansion schools for the 
procurement of equipment made it difficult for some training courses to be implemented in accordance with 
the initial schedule. This led to a sudden change in the plan and Japan provided equipment for the TTC. 

As mentioned above, it was difficult to improve the quality of the training at the TTC in the first half of the 
project because of the heavy work burden on the TTC teachers due to them having duties at both the TTC and 
the Izmir school. In the second half of the project, this problem of the allocation of teachers was solved thanks 
to the efforts made by the Izmir school principal. The TTC teachers can now spend enough time on training 

                                            
15 N=127 
16 N=132 
17 N=130 
18 N=132 
19 N=130 



 

and the achievement levels for Outputs 2 and 3 are improving. 
Regarding the number of IAT Department teachers, the system to certify the Department teachers had not 

been clarified within the MoNE when the project started. This caused some teachers who took the training 
courses not to seek employment in IAT Departments and made it difficult to secure a sufficient number of IAT 
Department teachers. On March 10, 2010, the Personnel Bureau of the MoNE issued an official notice which 
put in place a measure to officially approve all the teachers who have taken the TTC training courses and wish 
to become IAT Department teachers as IAT Department teachers. 137 teachers out of 218 wished to become 
IAT Department teachers and they received official approvals, but this is not a sufficient number. However, it 
is thought that the problem of the teacher shortage will be solved gradually because the procedures to employ 
graduates of mechatronics departments in universities as IAT Department teachers will be launched. 

One factor which contributed to the efficiency of the project was the fact that excellent counterparts were 
allocated to the project. They had enough morale to cope with the heavy work burdens and they played active 
roles in leading the project activities. Another factor which contributed to the efficiency of the project was that 
the project effectively utilized the outputs produced by the previous project,20 i.e. the counterparts who 
received training and obtained sufficient abilities, a good relationship between the Japanese parties, the TTC 
and the MoNE, strong Turkish ownership and the equipment provided for the Izmir school. This enabled the 
smooth progress of the project activities. 
 
(4) Impact 

Signs of achieving the overall goal were observed and therefore it is thought that the goal can be achieved 
after the project ends.  

Other positive impacts include the training contracts with industry and the establishment of the 
cooperation with TKNIKA which is a teacher training facility in Spain. These cooperative relationships were 
made possible through the abilities of the TTC personnel and the TTC’s organizational capacity which were 
improved by the project. In addition, the TTC is conducting training for IAT Department teachers from 
Azerbaijan in cooperation with the Turkish International Cooperation and Development Agency (TIKA) and it 
is hoping to expand support to other neighboring countries. Many expansion school teachers also highly 
valued the fact that the TTC has become a place for teachers from different schools to share and learn 
different opinions and experiences, i.e. it provides opportunities for exchanges between teachers from 
different schools rather than merely serving as a training center. Another impact is that horizontal relationships 
have been developed between the expansion schools and it has become common for them to exchange 
information and help each other. The DGVET stated that the establishment of the model for a teacher training 
system by the project led the MoNE to consider introducing similar teacher training systems in fields other 
than IAT. Therefore, it is expected that the results of the project can produce further impacts.  
 
(5) Sustainability  
Policies 
In Turkey, political support for technology training is expected to continue under the Ninth Development Plan 
(2007-2013) which focuses on meeting industry’s demands. On the other hand, as pointed out during the 
Mid-Term Review study for the project, the document sent by the head of the DGVET to the Minister and 
approved by the Minister is the only document which institutionally guarantees the organizational position 
and roles of the TTC. The document only briefly explains the fact that the TTC is operated under the 
jurisdiction of the DGVET as a facility attached to the Izmir school and that the TTC should be used to train 
teachers in the IAT field. It does not fully stipulate detailed matters concerning the scope of responsibility, the 
content of duties, budgetary measures, the allocation of personnel and the job status of the staff members. As a 
result, detailed decisions remain left to the Izmir school principal and he decides on the allocation of budget 
and personnel to the TTC from the budget and personnel allocated to the Izmir school. The head of the 
DGVET at the MoNE approved the TTC Long-Term Strategy before the terminal evaluation study was 
conducted. It is desirable that approvals are obtained from various agencies within the MoNE regarding the 
TTC’s Strategy, the roles of the TTC and the institutionalization of the TTC, in order to ensure the 
organizational sustainability of the TTC. In order to promote this process, it is important to disseminate the 
information about the TTC’s activities and successful cases, to agencies within the MoNE as well as to 
various parties outside the MoNE. 

                                            
20 “Establishment of Industrial Automation Technologies Departments in Anatolian Technical High Schools,” started in April 2001 and 

completed in April 2006.  



 

 
Financial Aspect 

As of February 2010, there is no plan to allocate a budget specifically to the TTC. The budget needs to be 
shared between the Izmir school and the TTC and this is creating inconvenience regarding the division of the
budget and individual budget management. The TTC will sign a contract to conduct training in partnership 
with Philip Morris and the SMC Corporation. It is expected that the TTC can earn its own income from these 
activities for the next several years.  

There is currently no earmarked budget for repairing and maintaining the equipment provided to the TTC. 
In order for the TTC to continue providing high quality training in the future, it is desirable that the budget for 
repairing and maintaining the equipment provided during the project period be secured from the 
above-mentioned income.  
 
Personnel and Technical Aspects 

At present, the MoNE has not clarified the personnel system for the TTC including the job status of the 
TTC teachers, the training of replacements and the rotation of personnel. Due to the uncertainty about the 
personnel system, there is a concern that it might become difficult to continue securing quality TTC teachers 
into the future. There is a possibility that the TTC lecturers who received intensive training and developed 
their capacities in the previous and present projects will be relocated to other schools after the project ends. 
Therefore, it is important for the MoNE and the TTC to cooperate with each other and discuss measures to 
continue providing quality training at the TTC, including the training of replacement personnel. 

It can be determined that the capabilities and motivation of the TTC counterparts are sufficiently high. 
Therefore, it is likely that they will maintain or further increase their knowledge and technical levels by 
cooperating with industry and teacher training centers in other countries in the future. 
 
3-3 Promoting Factors  
(1) Planning and Content  
• Utilization of the outputs and experiences of the previous project 
(2) Implementation Process  
• Strong commitment and ownership of the MoNE and the TTC counterparts 
 
3-4 Hampering Factors  
(1) Planning and Content  
• Clarification of problems concerning the operation and management of the TTC and the job criteria for the 

TTC teachers prior to the launch of the project  
• A lack of clarification about the system to approve IAT teachers prior to the launch of the project 
(2) Implementation Process  
• Delayed allocation of budget for the TTC by the MoNE 
• Delayed procurement of equipment for expansion schools 
 
3-5 Conclusions  

The results of the current study confirmed that parts of the project activities were delayed midway through 
due to the delayed allocation of budget by the Turkish government, but the project purpose is expected to be 
achieved within the cooperation period as initially planned thanks to efforts to get the project back on track. 
The Turkish parties had strong ownership of the project and they worked to solve each of the various 
problems that were identified during the project implementation. This attitude deserves to be highly valued as 
one of the most important factors which facilitated the project implementation. Since it was confirmed that the 
project activities are expected to proceed smoothly in the rest of the cooperation period due to Turkish strong 
ownership, the evaluation team concluded that an extension of the project activity period is not necessary. 

On the other hand, in order to achieve the overall goal and super goal within the planned period, it is 
recommended that new activities are implemented or started during the project period, in addition to the 
currently-planned activities. Details of the new activities are described in the next chapter. 
 
3-6 Recommendation 
<During the Project Period> 
(1) Promoting Understanding about the Training among the Expansion Schools’ Teachers Participating in 

the Training and Strengthening the Training Result Monitoring and Feedback System: 



 

The present study showed that, although the training participants from the expansion schools were satisfied 
with the knowledge obtained in the teacher training at the TTC, some of them pointed out the differences 
between the training content and their needs, such as learning about cutting-edge technologies. However, the 
teacher training focuses on the trainees obtaining knowledge about basic technologies, teaching methods, etc. 
in order for the teachers to effectively teach classes at the expansion schools. The TTC teachers fully 
understand this objective and have been explaining this objective to parties involved in the project. However, 
the present study observed that the objective of the TTC training has not necessarily been fully understood by 
all the teachers at the expansion schools. Therefore, the TTC needs to continue to promote understanding of
the training among the training participants from the expansion schools.  

It is also necessary to understand the training participants’ needs, select appropriate topics that they wish to 
learn, examine them fully and then include them in the training content, in order to secure a reasonable 
number of participants on the teacher training courses at the TTC. The Teacher Training Manual is currently 
being developed (the plan is to update the content of the manual where necessary as it is used). The manual 
sets forth the method to monitor participants who have completed past training courses. It is necessary to 
strengthen the system which ensures that the monitoring is implemented in the remaining project period and 
the system that feeds back comments from past training participants into the process for improving training 
courses that are planned for the future.  
 
<During the Project Period and after Project Completion> 
(2) Sustainability Concerning the TTC’s Activities and the Budget: 

Considering the TTC’s operation after the completion of the project, the TTC has been preparing for 
cooperative activities with similar international organizations in Spain, etc. and industry. Therefore, it is 
expected that the TTC can obtain technical and financial support from these organizations. The evaluation 
team hopes that the strengthening of cooperation with these related organizations will contribute to the 
sustainability of the TTC, by improving the technical skills of the TTC teachers, securing the necessary budget 
for its activities, identifying the relevant organizations’ needs for the new training courses, etc.  
(3) Clarification of the Job Status of TTC Teachers: 

In order to continue implementing the various activities which have been conducted at the TTC, it is 
important that the eight teachers who have been directly supported by the project stay at the TTC after the 
project ends. At present, there is no stipulation concerning the job status of TTC teachers. It is hoped that the 
MoNE will take measures to clarify the job status of the TTC teachers.  
(4) The Planning and Implementation of New Training Courses on How to Conduct Classes: 

All the training courses for IAT Department teachers which were initially planned by the project have been 
developed and implemented during the project period. It is expected that these courses will continue to be 
implemented after the project ends. In addition, as mentioned in the “Summary of Evaluation” in Chapter 3, it 
is desirable for the TTC to plan and implement new training courses on how to conduct classes effectively 
(such as teaching methods and lesson planning methods) in order to increase the academic abilities of 
students. 
<After Project Completion> 
(5) Institutionalizing the Training for Graduates of Mechatronics Departments: 

Teachers at the 20 expansion schools nationwide who are receiving training at the TTC will be given 
priority when seeking jobs in IAT Departments. However, the future plan is that graduates of university 
mechatronics departments will fill the posts of IAT Department teachers. It is hoped that the MoNE will 
institutionalize the system where teachers who have graduated from mechatronics departments are given 
teacher training at the TTC.  
(6) Support for Neighboring Countries: 

Due to its geographical position, Turkey has strong relationships with Central Asia, the Middle East, etc. 
Provision of assistance to countries in these regions using its knowledge is consistent with Turkish policy. IAT 
(which is the focus of the project) can be used for many purposes and therefore IAT training has great
potential for contributing to human resource development in various industries. It is hoped that further effects 
of the project will be achieved through the TTC disseminating the outputs and know-how obtained in the 
project to neighboring countries.  
(7) Utilization of the Know-How in Other Departments in Turkey: 

The TTC was the first teacher training center in Turkey. In order to produce further outputs from the 
project, it is hoped that a model will be developed based on the teacher training system established at the TTC 
and the system will be introduced in other industrial technology and vocational education fields that come 



 

under the jurisdiction of the DGVET. 
 
3-7 Lessons Learned 
(1) Clarification of the Organizational Position of the Agency or the Department Subject to Assistance 

Prior to the Launch of the Project: 
In order to guarantee the partner country’s ownership and sustainability of the activities, it is essential that 

the budget and personnel are allocated in a planned manner, without delay. As a fundamental condition to 
achieve this, the roles and missions of the agency or the department subject to assistance need to be officially 
approved by its superior organization. Therefore, it is necessary to ensure that these points have been clarified, 
before launching a project.  
(2) Clarification of the Teaching Personnel System of the Relevant Country  

When conducting a project which establishes a new academic department or a project which supports a 
newly established academic department, the teaching personnel system of the relevant country should be fully 
examined and necessary measures should be taken. Otherwise, there may be cases where jobs cannot be 
secured for teachers trained in the project, or the project cannot collect a sufficient number of participants 
because they are concerned about the lack of employment opportunities after the training is completed. The 
teaching personnel system is different in each country. Therefore, it is necessary to keep an eye on 
developments in the partner country’s ministries and agencies responsible for the relevant field before as well 
as after the project has started. 
(3) Utilization of Outputs Produced in the Previous Phase: 

When looking at the present project, the utilization of the outputs produced in the previous phase of the 
project greatly contributed to the achievement of the present project’s outputs. The previous project’s outputs
included: the allocation of capable and enthusiastic counterparts; good relationships between the counterparts 
and the Japanese parties involved in the project; and the utilization of the equipment provided to the facility. If 
there is a past project which provided support to the same counterparts, it is desirable to employ a framework 
through which the previous project's outputs can be effectively utilized, in order to produce better results. 
 



 

第１章 プロジェクト及び終了時評価調査の概要 

 

１－１ プロジェクトの背景 

 トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）では、1990 年以降の製造業の急速な拡大に伴い、製造業

技術者、特に中堅技術者の質的、量的ニーズを満たすことが急務とされ、第 7 次 5 カ年計画（1996
～2000 年）では、こうした成長を支える人材育成が開発計画の最重要項目のひとつに挙げられてき

た。この政策を受け、トルコは教育システムの向上に係る取り組みを進めてきたが、トルコ製造業の

成長の一方で、それらに携わる人材、特に制御技術をもった人材の技能水準が民間企業のニーズを十

分に満たしておらず、当該分野に係る人材育成を強化する必要性が指摘されていた。 
こうしたなか、トルコ国民教育省（MoNE）は、制御技術を備えた人材育成のため、わが国の支援

により 2001 年から 2006 年まで技術協力プロジェクト「自動制御技術教育改善計画」を実施し、アナ

トリア職業高校イズミール校及びコンヤ校に自動制御技術（IAT）学科を設立した。この成果を受け、

さらに同省では、内各地のアナトリア職業高校 20 校（以下、「普及校」）にも IAT 学科を新設すると

ともに、イズミール校の付属施設として教員研修センター（TTC）を設立し、国内における IAT 技術

教育の普及に取り組んできた。 
上述プロジェクトが終了を迎えるころ、トルコは第 9 次開発計画（2007～2013 年）においても「人

的資源の開発」を主要目標のひとつに掲げ、引き続き当該分野への取り組みを重視していた。このよ

うな背景の下、トルコ政府からわが国に対し、TTC における教員研修の実施体制整備を目的とする

「自動制御技術教育普及計画強化プロジェクト」（SPREAD）への協力が要請され、2007 年 8 月から

2010 年 9 月まで、約 3 年間の計画で同プロジェクトが開始された。 
 
１－２ プロジェクトの概要 

（1） スーパーゴール 
自動制御技術の技能者が育成され、トルコ産業セクターの人材需要が相当程度充足される。 
 

（2） 上位目標 
自動制御に関する職業・教育訓練が普及校において有効に実践される。 
 

（3） プロジェクト目標 
TTC における教員研修システムが確立される。 
 

（4） 成果  
① TTC の教員研修計画策定能力が強化される。 
② TTC の教員研修コース実施能力が強化される。 
③ TTC の教員研修評価に係る能力が強化される。 
④ TTC の長期運営計画策定機能が強化される。 

 
１－３ 終了時評価の目的 

 本調査は、プロジェクトの終了 6 カ月前にあたり、これまでのプロジェクト活動の進捗及び成果・

－1－



 

目標の達成状況を確認し、それらを踏まえてプロジェクトの戦略及び計画を見直すとともに、残り期

間の課題及びプロジェクト終了後の方向性について MoNE 及び TTC と確認し、合同評価報告書に取

りまとめてトルコ側と合意することを目的として実施された。 
① プロジェクトの成果及び目標達成状況を確認する。 
② プロジェクトの投入実績及び実施プロセスを取りまとめる。 
③ プロジェクトの目標達成度について、評価 5 項目の観点から評価する。 
④ プロジェクト終了までの期間及び協力期間終了後の活動について提言を行う。 
⑤ 評価結果をもとに、類似案件に参考となる教訓を抽出する。 

 
１－４ 合同評価調査団員構成 

 今次調査では、日本側及びトルコ側による合同評価調査団が構成された。各調査団員の構成は以下

のとおり。 
 
（1） 日本側 

団長/総括 小西 伸幸 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ 高等・技

術教育 課長 

教員研修 池守  滋 文部科学省 初等中等教育局児童生徒課 産業教育振興

室 教科調査官 

協力企画 小島 早永 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ 高等・技

術教育 職員 

評価分析 坪根 千恵 グローバルリンクマネージメント(株)社会開発部研究員

 
（2） トルコ側 

Team Leader Ms. Dr. Fatma BARKCIN 
Expert, Undersecretariat of State Planning Organization 
(SPO) 

Member Mr. Mustafa KAPTAN Division Director, General Directorate of Personnel, MoNE 

Member Mr. Suat IYIGUN 
Section Director, Department of Educational Tools and 
Installation, MoNE 

Member Ms. Zeynep Didem INCE Section Director, Department of In-service Training, MoNE 
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１－５ 調査日程 

2010 年 2 月 23 日（火）～3 月 14 日（日） 計 20 日間 

団長 技術教育 調査企画 評価分析

2月23日 火 日本発→イスタンブール着

移動：イスタンブール→ゲブゼ(車40分)
■普及校（ゲブゼ）
・IAT学科授業視察
・TTC研修受講教員へのヒアリング
・施設・機材状況視察

■周辺企業訪問
・普及校卒業生、企業実習生の評判に係るヒアリング等

移動：ゲブゼ→ブルサ（車2時間）

2月25日

■普及校（ブルサ）
・IAT学科授業視察
・TTC研修受講教員へのヒアリング
・施設・機材状況視察

■周辺企業訪問
・普及校卒業生、企業実習生の評判に係るヒアリング等

資料整理

2月27日 土
移動
・ブルサ→イスタンブール
・イスタンブール発→アンカラ着

2月28日 日 資料作成

3月6日 土
移動
日本発
移動
イズミール着

3月13日 土

3月14日 日

3月2日 火

月

16：00～　通訳にドラフト翻訳依頼

13：00～　合同評価会議準備（GDTVE総局研修部長Mr.Yucel Yuksel＋専門家と協議）火

AM　　　合同評価会議準備（団内で資料作成）

資料作成

木

■TTC訪問
　・プロマネ（TTC責任者＝イズミール校校長）へのヒアリング
　・TTC研修責任者（イズミール校IAT学科長）へのヒアリング
　・TTC施設・機材状況確認
　・教員研修コース視察

トルコ「自動制御技術教育普及計画強化プロジェクト」
終了時評価調査 日程（案）

3月1日
MoNE表敬/プロジェクトの進捗に係る意見交換・ヒアリング
　①13:30　GDTVE総局長Mr.Huseyin Acir（表敬）
　②14:00　次官補Mr.Mehmet Temel（表敬）
　③14:30　GDTVE総局　研修部長Mr.Yucel Yuksel（意見交換・ヒアリング）
　④16:30　Mr.Huseyin Acir及びMr.Yucel Yuksel（意見交換・ヒアリング）

2月24日 水

金2月26日

移動
日本発

移動
アンカラ着

月

日本着

アンカラ発

AM　合同評価会（約３時間）
①開会挨拶（Acir局長）、②プロジェクト概要（Yucel部長）、　（休憩）　　③評価結果（案）の報告（調査団）及び協議

AM■TTC訪問
　　プロジェクト関係者への追加ヒアリング、教員研修コース視察

大使館、事務所報告

■TTC訪問
　・TTC施設・機材状況確認
　・教員研修コース視察

■周辺企業訪問
・普及校卒業生、企業実習生の評判に係るヒアリング等

3月4日

報告書作成

イズミール発16:30→アンカラ着17:45

3月12日 金

金

水3月10日

イズミール19：30発→アンタルヤ20：30着（飛行機）

■普及校（アンタルヤ）
・IAT学科授業視察
・TTC研修受講教員へのヒアリング
・施設・機材状況視察

3月11日 木

3月5日

PM 団内打合せ（合同評価報告書（案）に係る打合せ）
日

水

アンカラ発10:45→イズミール着12:00（飛行機）

■TTC訪問
　・校長表敬、調査目的・スケジュール等説明
　・日本人専門家へのヒアリング（総括、研修マネジメント、技術団員）

3月3日

和文報告書作成

AM　団内打合せ（前半の調査結果共有）

10:30 JICA事務所打合せ

移動：アンタルヤ7：00発→イズミール8：05着（飛行機）

PM　合同評価報告書、MM修正
夜　合同評価報告書、MM署名＠レセプション

3月9日

3月8日

PM　合同評価会議準備（資料作成）

3月7日

技術教育団長 調査企画 評価分析

PM 団内打合せ[合同評価報告書（案）に係る打合せ]

合同評価会議準備（団内で資料作成）

3
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１－６ 評価手法 

１－６－１ 評価手順 
今次評価は、「JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）」（2004 年）に沿って、プロジェクト・サ

イクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法で用いられるプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を活用し、以下の手順で実施した。 
① 評価用 PDM（PDMe）の確認（中間レビュー調査時に修正した Ver.3 を適用） 
② 調査項目の設定（評価グリッドの作成） 
③ 情報・データの収集 
④ 収集した情報に基づく検証、評価分析 

 
１－６－２ 評価項目 
（1） 実績の検証 

日本・トルコ側双方による投入の内容、PDM に記載された成果の産出状況や目標（プロジ

ェクト目標、上位目標及びスーパーゴール）の達成度（見込み含む）を、PDM 上の指標を中

心として確認した。 
 

（2） 実施プロセスの検証 
プロジェクトの活動状況、モニタリング活動などプロジェクトのマネジメント、日本人専

門家とカウンターパートの関係、カウンターパートの主体性などプロジェクトの実施過程を

確認した。 
 

（3） プロジェクト実施に係る価値判断（5 項目の視点に基づく評価分析） 
前項（1）（2）で確認した内容に基づき、上述ガイドラインに沿って、以下 5 項目の視点か

らプロジェクトの評価を行った。 
 

1） 妥当性 
プロジェクトのめざす効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニーズと合致し

ており必要性が高いか、トルコの開発政策及び日本の援助政策と整合性があり、高い優先

度が認められるか、対象分野・セクターの問題や課題の解決策として、プロジェクトの戦

略・アプローチは適切かなど「援助プロジェクトの正当性・必要性」を検証する。 
 

2） 有効性 
プロジェクト目標は達成されているか、また、それはプロジェクト活動による成果産出

の結果もたらされたものかという点をみることにより、プロジェクトの実施で受益者や社

会への便益がもたらされているかを検証する。 
 

3） 効率性 
プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、アウトプットやプロジェクト目標につい

て、より低いコストで達成する手段はなかったか、あるいは同じコストでより高い達成度

を実現することはできなかったか、また、投入はタイミングよく実施されたか、投入され
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た資源は有効に活用されているか等を検証する。 
 

4） インパクト 
プロジェクトで計画した長期的・間接的な効果（上位目標）は達成されるか、予期して

いなかった社会経済的な正・負のインパクト（波及効果）はあるかを検証する。 
 

5） 自立発展性 
評価時点において、プロジェクトがめざす効果（プロジェクト目標、上位目標）は協力

終了後も持続する（と見込まれる）かについて、政策・制度、組織・財政、技術の各側面

から予見する。 
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第２章 プロジェクトの実績と達成状況 

 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 
JICA 側からプロジェクトへの主な投入は以下のとおりである。詳細は付属資料 2．（ミニッツ）

Annex3-1．3-2 を参照のこと。 
 
（1） 専門家 

2010 年 3 月 10 日時点において、計 21 名の日本人専門家が本プロジェクトに配置されてい

る。チーフアドバイザー1 名は、プロジェクト全体の運営・管理及びセンター運営を担当し

ており、プロジェクト終了の 2010 年 9 月までの投入は合計 12.13 人/月分の予定である。研修

マネジメント専門家は本終了時評価時点までに 5 名が派遣されており、プロジェクト終了ま

での投入は 37.33 人/月分の予定である。同様に、プロジェクト終了までに、プログラム・ロ

ジック・コントローラー（PLC）専門家 4 名の計 22.37 人/月分、電気・電子専門家 4 名の計

22.03 人/月分、コンピュータネットワーク専門家 3 名の計 8.37 人/月分、オートマチック・コ

ントロール専門家1名の計2.13人/月分が投入の予定である。ファクトリーオートメーション、

機械、コントロールシステムの分野に関しては、日本国内でそれぞれ専門家が 1 名ずつ配置

されており、プロジェクト終了までの投入予定はそれぞれ 0.33 人/月分である。 
 

（2） 本邦研修 
2008 年 12 月 2 日から 19 日まで本邦研修「工学系技術教育における教員養成システム」と、

プロジェクトの枠組み外ではあったが、プロジェクトの間接的裨益者となるトルコ全国 20
の普及校教員を対象とした青年研修「職業訓練:自動制御技術」研修を連携して実施し、前者

に 2 名、後者に 20 名のカウンターパートが参加した。また、2010 年 1 月 3 日から 8 日まで

本邦研修「教員研修センター運営」が実施され、MoNE 及びイズミール校から 3 名の主要カ

ウンターパートが参加し、日本側関係者とプロジェクトの終了を見据えた議論を行った。 
 

（3） 機材供与 
日本側から終了時評価時点までに供与された機材は計 690 万 3,771 円に上る。供与された

機材はプロジェクト事務所のための機材、MoNE に代わって供与された TTC 向け機材などで

ある。 
 

（4） 現地活動費 
プロジェクト終了時までに予定されている現地活動費は計 2,223 万 5,000 円に上る。その

主な使途は、プロジェクトアシスタント、通訳及び翻訳者の雇用、モニタリング活動及び会

議出席のための交通費及び宿泊費、通信費等である。 
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２－１－２ トルコ側投入 
（1） カウンターパート 

TTC からは、プロジェクトマネジャー1 名（TTC ダイレクター/イズミール校校長）、TTC
管理職 1 名（イズミール校副校長）、教員 8 名が配置された。MoNE の産業技術教育・職業訓

練総局（Directorate General of Vocational Education and Training ：DGVET）からは 5 名が本プ

ロジェクトに配置された。 
 

（2） 施設提供 
TTC 建造物本体（プロジェクト開始前にトルコ側が独自に設立）及びプロジェクト事務所

として TTC 内に 3 部屋（日本人専門家及び TTC 教員用執務室として）が提供された。さら

に、同施設の光熱費、水道代、インターネット使用料などは TTC によって負担されている。 
 

（3） 機材購入 
MoNE から TTC への機材供与は 99 万 9,900 トルコリラ（5,855 万 4,000 円21）に上る。20

の普及校への機材供与も MoNE が負担した。 
 

（4） その他 
研修参加者への日当及び宿泊費はトルコ側により負担された。加えて、TTC 内で使用され

る文房具などの消耗品、研修コースで配布される教材や配布物、研修コースの実習で使用さ

れる電気や燃料、機材の交換部品などの費用もトルコ側と日本側が共同で負担した。 
 
２－２ 活動実績 

表－１ 活動実績 

活動計画 活動実績 

アウトプット成果 1: TTC の教員研修プログラムの計画策定能力が強化される。 

1-1 普及校の自動制御（ITA）学科

においてベースライン調査が

実施される。 

第 1 年次22 
① 既存の関連資料や文書をレビューし、教育システム並

びに IAT 学科のモジュールについて調査・分析した。 
② MoNE 並びに JICA 作成の資料を基に、トルコにおける

教員の人事制度及び教員養成制度について調査・分析し

た。 
③ TTC の教員養成システムの現状把握のためベースライ

ン調査を行い、報告書を 2007 年 11 月に MoNE と JICA
に提出した。 

 
 
 

                                            
21 適用為替レート：1 トルコリラ= 58.56 日本円（2010 年 3 月 10 日、本調査時点） 
22 第 1 年次：2007 年 8 月から 2008 年 3 月、第 2 年次：2008 年 4 月から 2009 年 3 月、第 3 年次：2009 年 4 月から 2010 年 9 月 
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1-2 TTCの実施体制が調整される。 第 1 年次 
① イズミール校及びコンヤ校の IAT 学科教員の 26 名が

2008 年 1 月、MoNE により企画された 5 日間の研修を受

講し、教員研修コースの講師として認定された。 

1-3 中期研修計画が見直される。 第 1 年次 
① TTC の既存のスケジュールを見直し、年間及び 3 カ年

の運営計画を策定した。 
② 2008 年の計画策定に生かすため、2007 年の運営計画と

実際の活動を比較し、見直した。 
第 2 年次 

③ 第 1 年次で策定された 3 カ年運営計画を参考に、TTC
の 2008 年年間運営計画を修正した。 

④ 2009 年の計画策定に役立てるため、2008 年の年間運営

計画と実際に行われた活動とを比較し、見直した。 
第 3 年次 

⑤ 3 カ年運営計画と前年の年間計画の評価を参考に、

2009 年の年間運営計画を策定した。 
⑥ 前年の年間運営計画を基に、2010 年の運営計画を策定

した。 

アウトプット成果 2: TTC の教員研修コース実施能力が強化される。 

2-1 モジュール・教材のドラフト

が作成される。 
 
 

第 1 年次 
① JICA プロジェクトチーム23の技術支援を受け、10 年生

及び 11 年生用のすべてのモジュール・教材が完成した。

第 2 年次 
② 50 冊中 43 冊の 12 年生用モジュール・教材が完成した。

JICA プロジェクトチームの技術支援により、既存の教材

の見直し及び改訂の支援が行われた。 
第 3 年次 

③ 12 年生用のモジュール・教材の残り 7 冊が、2009 年

12 月までに完成された。 

2-2 教員研修コースが計画され

る。 
第 1 年次 

① 産業界のニーズ調査結果と IAT 学科のカリキュラム及

び教員研修科目の再編結果を基に、TTC 教員研修の目的

を、「普及校 IAT 学科の生徒を指導するために必要な技術

的・理論的知識を教授し、同学科教員を養成すること」

に設定した。 
 

                                            
23 本報告書中、JICA プロジェクトチームとは日本人専門家を意味し、プロジェクトチームとは TTC と日本人専門家の合同チームを

指す。 
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② ベースライン調査結果及び TTC における教員研修の

目的を基に、教員研修コース（基礎コース：10・11 年生

用コース、上級コース：12 年生用コース、サマーコース）

を設定した。 
③ 教員研修の目的及び現状を基に、教員研修コースのカ

リキュラムのドラフトを作成した。 
④ プロジェクトチームにより改訂された教員研修の概念

図を参照し、評価手法と改善手順を検討した。 
第 3 年次 

⑤ 2009 年 5 月に第 1 ドラフトが完成した「教員研修マニ

ュアル」を 9 月に改訂した。今後ニーズの変化や教員研

修運営・管理システムの評価結果などに合わせて遂次マ

ニュアルを改訂・改善することになっている。 
⑥ 2009 年 9 月に教員研修コースの見直しを行い、教員研

修カリキュラムを改訂した。今後ニーズの変化や教員研

修運営・管理システムの評価結果などに合わせて遂次カ

リキュラムを改訂・改善することになっている。 

2-3 教員研修教材のドラフトが作

成される。 
第 2 年次 

① 2008 年 10 月の教員研修コース開始前に、10 年生用教

員研修用教材が完成し、11 年生用教員研修教材は 9 冊中

5 冊が完成した。 
② 12 年生用及びサマーコース用教材の作成を開始した。

第 3 年次 
③ 2009 年 9 月までにすべての 11 年生用教員研修教材が

完成した。 
④ 現在 12 年生用及びサマーコース用教材作成中で、12
年生用は全ページのうち 87%が完成（9 冊中 4 冊）、サマ

ーコース用は 64%が完成した（3 冊中 2 冊）。 

2-4 資機材が TTC に備え付けられ

る。 
① TTC に備え付けられた資機材については、付属資料 2.
（ミニッツ）Annex3-2 と 3-4 を参照のこと。 

2-5 参加者にオリエンテーション

が実施される。 
① 教員研修コースの実施状況については以下の表-2 を参

照ありたい。各研修コース実施前に研修参加者にオリエ

ンテーションが行われた。 
                                                        

2-6 教員研修コースが実施され

る。 

2-7 普及校の自動制御学科の管理

職に対するワークショップが

実施される。 

第 2 年次 
① IAT 学科の運営改善に向けた経験や課題の普及校管理

職員の間での共有及び将来に向けた意見交換を目的とし

て、各地域の産業界代表者を含めた運営管理ワークショ

ップが 2008 年 6 月 26・27 日に開催された。詳しくは以
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下の表-3 を参照ありたい。 
第 3 年次 

② 上記と同様のワークショップが 2009 年 6 月と 2010 年

1 月に開催された。詳しくは以下の表-3 を参照のこと。

アウトプット成果 3: TTC の教員研修評価能力が強化される。 

3-1 教員研修コースの評価基準及

び評価に必要な資料が作成さ

れる。 

第 1 年次 
① モニタリング結果の要約用フォーマットを作成し、直

接観察及びインタビューによって上級コースをモニタリ

ングした。 
② 2008 年 3 月に実施された 10・11 年生用の教員養成コ

ースのモニタリングを実施し、結果を上記フォーマット

に要約した。 
第 2 年次 

③ 2008 年 5 月に評価手法及び評価のクライテリアを明確

化して試行したあと、同年 9 月に改訂した。評価は、ア）

計画と準備、イ）講義スタイル、ウ）教授法、エ）参加

者、オ）機材の 5 つのクライテリアに沿って実施された。

3-2 教員研修コースが適切に評価

される。 
第 1 年次 

① モニタリング結果等を基に教員研修コースの評価を実

施し、いくつかの課題（研修運営・管理・実施システム

の明確化の必要性、等）を確認した。 
第 2 年次 

② 10・11・12 年生用教員研修コース、サマーセミナー並

びにアゼルバイジャン教員対象の研修コースのモニタリ

ング・評価を、上記 3-1 の活動により作成されたモニタ

リングフォーマットを使用して実施した。 
③ 教員研修コースの評価を上記 3-1 の手法に沿って実施

した。評価結果を TTC スタッフと共有し、その結果をい

かに研修実施改善に役立てていくかについて検討した。

第 3 年次 
④ 引き続き教員研修コースの評価を実施した。 
⑤ 引き続き評価手法及びクライテリアの見直し・改訂を

行っている。 

3-3 普及校の自動制御学科の授業

がモニタリングされる。 
第 2 年次 

① 延べ 23 校の IAT 学科の運営・管理状況と授業をモニタ

リングした。 
第 3 年次 

② 5 校の IAT 学科の運営・管理状況と授業をモニタリン

グした。 
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3-4 教員研修コース及び教員用教

材が見直される。 
第 3 年次 

① 教員研修用のシラバスの開発及び改訂が実施された。

ニーズの変化やモニタリング・評価結果に合わせて遂次

改訂される予定であり、教員研修用教材もそれに合わせ

て改訂される予定である。 

アウトプット成果 4:TTC の長期運営計画策定能力が強化される。 

4-1 TTC の役割が長期運営計画の

中で明らかになる。 
第 2 年次 

① TTC の将来の役割に関し、関連機関（MoNE、JICA 等）

と共に検討を始めた。 
第 3 年次 

② タスクフォースを立ち上げ、TTC の現状及び将来の位

置づけに関し話し合いを行った。 

4-2 TTC の長期運営計画が策定さ

れ、MoNE 産業技術・職業教

育総局に提出される。 

第 3 年次 
① 2009 年 9 月に TTC の長期運営計画のドラフトを作成

し、TTC の将来の役割と教員養成に関し、引き続き検討

を行っていくこととした。 
② TTC 長期運営計画の最終版が完成し、MoNE により承

認された（付属資料 2.（ミニッツ）Annex4）。 

出所：プロジェクト報告書を基に終了時評価調査団が作成 
 

表－２ 2009 年 12 月までに実施された教員研修コース 

教員研修コース 実施時期 参加者数 

第 1 年次   

機械・電子分野教員向け上級研修 2007 年 11 月 19 

10・11 年生用教員研修コース（基礎レベル 1） 2008 年 3 月 3 日 
～3 月 28 日 

38 

第 2 年次   

10・11 年生用教員研修コース（基礎レベル 2） 2008 年 4 月 14 日 
～5 月 9 日 

38 

12 年生用教員研修コース（上級レベル 1） 2008 年 5 月 25 日 
～6 月 20 日 

38 

サマーセミナー 2008 年 6 月 30 日 
～8 月 1 日 

83 

10・11 年生用教員研修コース（基礎レベル 1） 2008 年 10 月 6 日 
～11 月 14 日  

27 

10・11 年生用教員研修コース（基礎レベル 2） 2008 年 11 月 24 日 
～12 月 26 日 
 
 

26 

－12－



 

第 3 年次   

12 年生用教員研修コース（上級レベル 1） 2009 年 3 月 23 日 
～5 月 29 日 

29 

サマーセミナー 2009 年 6 月 15 日 
～8 月 21 日 

366 

10・11 年生用教員研修コース（基礎レベル 1） 2009 年 9 月 28 日 
～11 月 6 日 

27 

10・11 年生用教員研修コース（基礎レベル 2） 2009 年 11 月 16 日 
～12 月 18 日 

18 

12 年生用教員研修コース（上級レベル 2） 2009 年 12 月 21 日 
～12 月 25 日 

18 

出所：プロジェクトチーム作成 
 

表－３ 運営管理ワークショップ 

ワークショップ 主なプログラム 

第 1 回（Eskishehir） 
2008 年 6 月 26・27 日 

普及校のモニタリング結果、及び現在の課題に係る議論 
普及校に対する支援に係る意見交換 
プロジェクト及び TTC における教員研修の概要説明 
学生のインターシップ・プログラムと就職支援に係る議論 
工場見学 

第 2 回（Corlu） 
2009 年 6 月 18・19 日 

プロジェクトの進捗と今後の活動に関する報告 
TTC と教員研修の将来の役割に係る議論 
各普及校の課題とアイディアの共有 
産業界代表者も参加した TTC の長期活動計画に関する意見交

換 
民間企業の工業と訓練施設の見学 

第 3 回（Bursa） 
2010 年 1 月 14・15 日 

2010 年 1 月に実施された本邦研修の報告 
将来の TTC、教員研修、IAT 学科の運営システムに係る議論 
産業界代表者も参加した TTC の長期活動計画に関する意見交

換 
民間企業の工業と訓練施設の見学 

出所：プロジェクトチーム作成 
 
２－３ 成果の達成度 

成果 1 TTC の教員研修プログラムの計画策定能力が強化される。 

指標 1-1 教員研修用カリキュラム開発の手順が明確化される。 
1-2 教員研修用カリキュラムが 1-1 で明確化された手順に沿って開発される。 
1-3 開発されたカリキュラムが MoNE が認定する IAT 学科のカリキュラムの枠

組みと整合性をもつ。 
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 成果 1 は、以下のとおり、カリキュラム開発の手順がある程度明確化され、MoNE が認定するカリ

キュラムの枠組みと整合性をもつカリキュラムが開発されたことから、ほぼ達成したと判断された。 
 
[指標 1-1]  
プロジェクトチームは、新しい教員研修カリキュラム開発の準備として、①ベースライン調査での

TTC 及び産業界のニーズアセスメント、②研修コースの目的の明確化、③既存の教員研修コースの

評価と、それによって抽出された課題（IAT 学科カリキュラムとの整合性の欠如、各モジュールにお

ける基本事項の重複等）の精査を行い、これらの結果を基にカリキュラムの開発を行うこととした。 
カリキュラム開発及び改訂の枠組みは、プロジェクト作成の「教員研修マニュアル」にも記載され

ているが、簡単な図解による紹介のみにとどまっている。TTC カウンターパートは既にカリキュラ

ムの開発・改訂手法をある程度習得しているものの、今後新たに TTC に配属される教員も同様に理

解できるよう、カリキュラム開発・改訂について、これまで関係者間では共通認識として明文化され

てこなかった知識をすべて文書化し、マニュアルを更に精緻化することが必要である。加えて、プロ

ジェクト期間中に行われたカリキュラム改訂箇所とその改訂理由及び、具体的な改訂手順を文書化し

残しておくことも、今後同様の改訂作業を行う際の参考となり大変有益である。また、同マニュアル

では研修の計画策定に係る手順も説明されているが、カリキュラムの改訂に合わせた研修計画変更の

必要性やその方法に関する説明はまだ十分とはいえない。そこで、今までのカリキュラム改訂に合わ

せて行われた研修計画の修正手順についても、詳しく文書に残しておくことも必要である。 
 

[指標 1-2、1-3]  
プロジェクトチームは、MoNE の定める IAT 学科カリキュラムの枠組みと常に照合しながら、教員

研修カリキュラムの再構成を行った結果、5 つに大別された研修コース（10・11 年生用基礎レベル 1
と 2、12 年生用上級レベル 1 と 2、サマーコース）に対応する新しいカリキュラムが開発された。カ

リキュラムはプロジェクト期間前半においてドラフトが作成され、2009 年 9 月に改訂された。 
最新のカリキュラムは 25 科目、6 グループ（Basic Technology、Mechanics、Electricity and Electronics、

Computer Components、Control System、Factory Automation System）から構成され、受講者の専門科目

（機械、電気、電子、コンピュータ）ごとに各科目の受講時間が設定されている。更なる改訂は、研

修コースの評価結果や、政策、IAT 学科のカリキュラム、産業界のニーズなどの状況の変化に応じて

行われることになっている。 
 

成果 2 TTC の教員研修コース実施能力が強化される。 

指標 2-1 教員研修のためのシラバス及び教材開発の手順とフォーマットが明確化さ

れる。 
2-2 開発された研修コースのそれぞれに教材が準備される。 
2-3 TTC 教員が、開発された研修コースの講義・実習を実施するうえで十分な知

識や技能を身に付ける。 
2-4 すべての研修コースが少なくとも 1 回以上実施される。 
2-5 研修参加者の選定、参加者への研修コース案内の送付、コースに必要な教

材や機材の準備等の研修に係る手続きが適切に実施される。 
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成果 2 は、指標 2-2、2-3、2-5 の達成度に関し更なる改善の余地がみられることから、ある程度達

成したと判断できる。残りのプロジェクト期間で、達成度向上のために特化した活動を行うことで、

本成果の達成は可能であると判断する。 
 

[指標 2-1、2-2]  
シラバスの様式が明確化され、2009 年 8 月までに全科目のシラバスが作成された。教材の内容も

規定の様式により明確化されており、本終了時評価時点で 10、11 年生用はすべて作成が完了し、プ

ロジェクトチームは本調査時点で 12 年生用及びサマーコース用教材を作成中であった。2010 年 2 月

28 日時点で 12 年生用は全ページのうち 87%（9 冊中 4 冊）、サマーコース用教材は 64%（3 冊中 2 冊）

が完成している。 
教材作成のために必要な機材購入に係る MoNE からの予算配賦が遅れたため、予定よりも一部作

業に遅れがみられたが、既に MoNE 内で必要予算の措置がなされており、対象機材24が納入されしだ

い、教材開発は完了する予定である。 
 

[指標 2-3]  
2008 年 1 月に TTC 教員は MoNE が実施した 5 日間のトレーニングを受講し、正式に TTC 教員と

して承認されている。 
2009 年 9 月から 12 月の間に実施された研修コース25の参加者に対しプロジェクトチームが行った

アンケートの結果によると、平均 90%が「TTC 教員の知識が十分である」と評価しており、同じく

平均 91%以上が「TTC 教員の教授法や技術が適当である」と判断している。一方で、本終了時評価

調査団が行った過去の研修参加者へのアンケートによると、63%が TTC 教員の質に関し、4 を最高評

価とする 4 段階評価中、4 または 3 という肯定的な評価を、37%が 1 または 2 という若干ネガティブ

に評価した26。プロジェクトチームのアンケート結果と、本終了時評価時のそれとでは結果がかなり

異なるが、この理由として以下の理由が考えられる。 
• TTC 教員の能力はプロジェクトの進捗に合わせて向上するとともに、それまでイズミール校

と兼任していた TTC 教員が 2009 年 8 月から TTC の専任教員となったことで、研修準備に十

分な時間を割くことができるようになったため、直近の 3 回の研修のみの回答を集計したプ

ロジェクトチームによるアンケート結果のほうが高い評価を示している一方、本調査時のア

ンケートでは、プロジェクト開始時期から現在に至るまでの全研修参加者を対象としたため、

上述した TTC 教員の研修準備の不足等が影響して厳しい結果となった。 
• 本調査団が行ったアンケートの方が、サンプル数が多く、より幅広い意見を反映している。 
• 第三者である本調査団が行ったアンケートの方が、回答者が率直な回答をしやすかった。 
• 本調査時のアンケートの方が、回答の選択肢が多く、肯定評価と否定評価が分かれるよう設

計されている27。 
 

                                            
24 教材には機材の詳細な操作に係る記載も含まれるため、教材作成には研修で実際に使用する機材が必要である。 
25 10・11 年生用研修コース基礎レベル 1（2009 年 9 月 28 日～11 月 6 日）、10・11 年生用研修コース基礎レベル 2（2009 年 11 月 16
日～12 月 18 日）、12 年生用研修コース上級レベル 2（2009 年 12 月 21 日～12 月 25 日）の 3 つのコース。研修参加者は延べ 63 名。 

26 N=127 
27 本終了時評価団アンケートでは、「とても良い」「良い」「あまり良くない」「悪い」の 4 段階評価とし、肯定的評価（「とても良い」

「良い」）と否定的評価（「あまり良くない」「悪い」）に分けそれぞれ 2 ずつ選択肢を挙げた。プロジェクトチームのアンケートで

は、「良い」「普通」「悪い」の 3 段階評価である。 

－15－



 

さらに、本調査団が 3 普及校の過去の研修参加者に対し行ったインタビューによると、TTC 教員

の知識は十分または高いと評価する教員がいる一方、TTC 教員は更に知識を増やすと同時に、研修

の準備をより綿密に行うべきという声も聞かれ、評価は二分している。TTC 教員の質に関し批判的

な評価をした研修参加者の中には、TTC 教員がイズミール校の授業や教科書作成も担当していたた

め業務負荷が大きかったことを理解し、そのことが、TTC 教員が研修準備や能力向上に時間や労力

を割けなかった理由である、と分析する者も多くみられた。 
これらを総合的に判断すると、TTC 教員の知識、技能はある程度のレベルに達してはいるが、今

後更なる能力向上の余地があるといえる。特に、TTC 教員が専任となったことで、本指標が更に向

上していく可能性がある。 
 

[指標 2-4]  
すべての研修コース、すなわち 10・11 年生用の基礎レベル 1 と 2、12 年生用の上級レベル 1 と 2

及びサマーコースはすべて 2009 年末までに 1 回以上実施された（表－２参照）。 
 

[指標 2-5]  
本調査団が行ったアンケートによると、59%が否定的な評価をしている。この理由として、第 1 回

目の研修が 3 カ月と長かったこと、研修参加者を選定する基準や手順が明確化・明文化されていない

こと、などの理由が挙げられた。しかしながら、研修に係るこれらの手続きは研修開始当初と比べて

改善されてきていると多くの研修参加者が認識していることも確認した。また、本研修の目的を十分

理解しないまま研修に参加している教員が多いことも本調査で確認できたため、事前の研修案内を充

実させ、周知徹底を図ることが必要である。 
 

成果 3 TTC の教員研修評価能力が強化される。 

指標 3-1 評価の手順とフォーマットが明確なクライテリアと共に明示される。 
3-2 教員研修コースの評価が 3-1の手順とフォーマットに従って 5回以上実施さ

れる。 
3-3 普及校のモニタリングの手順とフォーマットが明確化される。 
3-4 普及校のモニタリングが 3-3 の手順とフォーマットに従って 20 回以上実施

される。 

 
成果 3 は、以下のとおりの指標は達成されているものの、モニタリング・評価の質に改善の余地が

あることや、モニタリング・評価をフィードバックするシステムが十分に機能していないことから、

ある程度達したと判断された。残りのプロジェクト期間で、達成度向上のために特化した活動を行う

ことで、本成果の達成は可能であると判断される。 
 

[指標 3-1、3-2]  
評価様式が作成され、12 回実施された研修のうち 11 回に対し評価が実施された。 
 

[指標 3-3、3-4]  
モニタリング用様式が作成され、普及校でのモニタリングが計 28 回行われた。 
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上記のとおり指標は達成されているものの、日本人専門家は、TTC 教員のモニタリング・評価能

力は計画及び実施能力に比べて弱いため、更に強化する必要があると認識している。TTC 教員も、

自らのモニタリング・評価能力を強化すると同時に、組織的なモニタリング・評価・フィードバック

のシステムを構築する必要性を感じていることを確認した。 
本指標の達成をめざし、上記の課題解決のために、本調査団は研修受講者並びにインターン受け入

れ企業の需要、傾向、批判などをより詳細に拾い上げることができるよう、研修コース評価及びイン

ターン評価用のアンケート様式を改良する必要があると指摘した。同時に、集計されたデータはより

綿密に分析されたあと、TTC 内で広く共有、検討され、次の研修コースの改善のために有効に活用

されることが望ましい。特に普及校のモニタリングは上位目標達成の鍵となる活動であり、既に 28
回実施されているものの、授業観察は十分に行われていない。そのため、授業観察用のチェックシー

トなどを作成し、それに沿った授業観察を実施し、その結果を各普及校にフィードバックするという

一連の流れが必要である。加えて、各校でのモニタリング結果の記録も表面的な概要把握に留まって

おり、各校の持つ課題や解決方法などについての記述・分析が十分でない。よって今後モニタリング

の際には、明確な目的をもって教員や学科長などからポイントを絞った聞き取りを行い、課題の解決

方法について各校教員と十分に議論をすることが望ましい。その後も課題解決の経過を観察し、各校

に対し継続的に適切なサポートやアドバイスが与えられることが重要である。また各校でのモニタリ

ング結果を更に今後の TTC 研修に生かしていくことが期待される。 
 

成果 4 TTC の長期運営計画策定能力が強化される。 

指標 4-1 TTC の長期運営計画策定のための手順・計画が明確化される。 
4-2 TTC の長期運営計画が MoNE により承認される。 

 
成果 4 は、長期運営計画が策定され、産業技術教育・職業訓練総局から承認されたことにより、ほ

ぼ達成されたと判断された。 
 

[指標 4-1、4-2]  
MoNE、TTC スタッフ、JICA プロジェクトチーム、JICA トルコ事務所から構成されるタスクフォ

ースが 2009 年 5 月に立ち上がり、2009 年 5 月から同年 8 月にかけて 4 度の会議が開催され、TTC と

教員研修システムの将来の方向性について議論がなされた。その議論内容と TTC の現状を踏まえ、

長期運営計画のドラフトが 2009 年 9 月にプロジェクトチームによって作成された。 
長期運営計画には TTC の使命、方針、目的、活動が盛り込まれている。TTC の活動としては、以

下の 6 項目が盛り込まれている。 
① IAT 学科教員研修コース（客員講師によるものも含む）の実施 
② 教員の専門知識向上のためのプロジェクトベース・ワークショップの実施 
③ 教員及び産業界に対するコンサルティングサービスの実施 
④ 産業界メンバーへの技術的サービス、並びに研修の提供 
⑤ IAT に係る最新の情報収集並びに TTC の専門知識の促進 
⑥ TTC の運営管理 
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計画の内容は 2010 年 1 月の本邦研修の際に更に議論され、トルコ側と日本側で合意に達した。長

期運営計画は既に最終化され、MoNE により承認された（付属資料 2．ミニッツ Annex4 参照）。 
 
２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標 TTC における教員研修システムが確立される。 

指標 <TTC 教員研修コースに関する指標> 
1．研修終了直後に、研修受講者の 90%以上が自動制御学科の授業や現場に

おいて TTC の研修が実際に役立つと評価する。 
2．受講生が教員研修コースを終了し、研修修了証を授与される。 
3．研修終了後 6 カ月経過時点において、研修受講者の 65%以上が自動制御

学科の授業や現場において TTC の研修が実際に役立ったと評価する。 
4．普及校の IAT 学科長が、TTC で研修を受けた自校の教員の知識や技能

が向上したと評価する。 
<TTC 組織に関する指標> 
5．教員研修コースの運営手順が定められる。 
6．教員研修コースが計画とおりに実施される。 

 
プロジェクト目標は以下の指標の達成度及び各成果の達成度から、相当程度達成したと判断された。 
 

[指標 1]  
2009 年 9 月から 12 月の間に実施された研修コース28参加者へのアンケートによると、平均 78%の

参加者が「TTC 研修は現場での生徒への授業において役立つ」と回答している。78%という数値は目

標値の 90%には満たないものの、目標の 8 割は達成しており、今後プロジェクト終了までの 6 カ月

間で更に向上することが期待できる。 
 

[指標 2]  
私的な事情によりコースを中途終了せざるを得なかった 1 名を除き、現時点で延べ 727 名が研修を

終了し、修了証書を授与されている。 
 

[指標 3]  
プロジェクトチームが実施した研修参加終了後数箇月経過時点での研修参加者へのアンケートに

よると、TTC での研修は現場の授業において、6.5%が「とても役に立った」、90%が「役に立った」

と評価している29。本調査時のアンケートによると、77%が「TTC 研修で学んだことを現場の授業で

使っている」と回答している30。プロジェクトチームのアンケートと終了時評価チームのアンケート

結果に差はあるものの31、いずれのデータでも指標の 65%は達成している。 
 

                                            
28 10・11 年生用研修コース基礎レベル 1（2009 年 9 月 28 日-11 月 6 日）、10・11 年生用研修コース基礎レベル 2（2009 年 11 月 16
日-12 月 18 日）、12 年生用研修コース上級レベル 2（2009 年 12 月 21 日-12 月 25 日）の 3 つのコース。研修参加者は延べ 63 名。 

29 N=31 
30 N=127 
31 結果の差はサンプル数、アンケート実施者、質問文の違い、などが影響していると考えられる。 
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[指標 4]  
プロジェクトチームにより実施されたアンケートによると、IAT 学科長の 7%以上が自校の教員の

能力が「大変向上した」と評価し、約 93％が「向上した」と評価していることから、計 100%が「向

上している」と認識していることが確認された。 
 

[指標 5・6]  
これらの指標はほぼ達成された。教員研修コースの運営・管理手順はプロジェクトチーム作成の「教

員研修マニュアル」で明確化されている。同マニュアルはプロジェクト終了までに更なる精緻化を図

り、最終化される見込みである。プロジェクト終了までに同マニュアルが実践的で使いやすく改良さ

れ、その内容が十分に TTC 教員に共有・理解されることが望ましい。研修コースの実施は、機材不

足や教材作成の遅延のため 12 年生用コースの実施が遅れたことを除いては、ほぼ計画どおり実施さ

れた。 
 以上から、プロジェクト目標は相当程度達成されたと判断されるが、一層の研修の質の向上と更な

る指標の値の向上をめざし、プロジェクト終了までにプロジェクト目標を完全に達成することが求め

られる。 
 
２－５ 上位目標及びスーパーゴールの達成見込み 

上位目標 自動制御に関する職業・教育訓練が普及校において有効に実践される。 

指標 90%以上の自動制御学科の学生が企業実習で「とても良い」または「良い」の評

価を受ける。（4 段階評価：とても良い、良い、普通、不十分） 

 
上位目標達成の予兆は既に確認されている。イズミール校が収集したインターン受入企業によるイ

ンターン生に対する評価によると、100%の企業が「とても良い」 (85%)または「良い」（15%）と評

価している。普及校のインターン生もおおむね良い評価を得ており、現時点で得られている 5 校から

の報告によると、90%以上の企業がインターン生を「良い」以上に評価している。本調査団が行った

インターン受入企業において実施したインタビューにおいても、「他のインターン生と比べて学習が

早い」など、肯定的な評価が聞かれた。 
本調査時のアンケート結果によると、普及校教員の大多数は上位目標の達成を肯定的に考えている

ことが確認された。回答者によって挙げられた潜在的な上位目標達成への阻害要因としては、普及校

において、①機材や作業場が十分に整備されていない、②優秀な生徒を確保することが困難である、

③IAT 学科教員が十分に確保できない、④地域に産業が少ない（一部の普及校）などが挙げられた。

上位目標を達成するためには、MoNE、TTC 及び普及校がプロジェクト終了後もこれらの課題を協調

して解決し、普及校での自動制御に関する職業・教育訓練が有効に実践されるための努力を継続して

いくことが必要である。 
 

スーパーゴール 自動制御学科に関する技術者が養成され、トルコ産業界の当該技術者に対する

ニーズが継続的に満たされる。 

指標 普及校の自動制御学科卒業生が、関連企業に最高の就職率で採用される。 

 

－19－



 

スーパーゴールは上位目標よりもあとに達成されるべき目標として位置づけられているが、本調査

時に MoNE と行った協議の結果、その具体的な達成時期として、暫定的に 2030 年をターゲットとす

ることで合意した。これは、「トルコ産業界が今と同じペースで発展を続ける」「TTC での教員研修

を受講した普及校の IAT 学科教員が、研修受講後も教務を続ける」という外部要因と、質の高い生

徒を継続的に産出し産業界から信頼を得るために必要と思われる時間を考慮して決定した。 
外部条件のひとつであるトルコ産業界の継続的な発展に関しては、多くの製造企業が世界不況によ

る影響を受けており、従業員や生産量の削減をせざるを得なかったことが本調査で確認された。しか

しながら、自動制御の技術をもつ質の高い人材に対しては、これまでと変わらず高い需要が確認され

た。よって、普及校は経済状況と市場のニーズを観察しながらも、継続して質の高い教育を供与し続

けることが求められている。 
二点目の外部要因に関しては、TTC における研修を受けた教員のうち約 6 割強が正式に IAT 教員

になることを希望し、MoNE から正式に承認された。現時点では、まだ十分な数の教員が確保されて

いるとはいえないが、中・長期的には大学のメカトロニクス学科卒業生が IAT 学科教員になること

が見込まれることから、教員不足の問題は次第に解決されていくと考えられる。 
さらにスーパーゴールの達成を確認するため、普及校は卒業生の就職、また大学に進学した場合は

その後の進路まで追跡するシステムを確立していくことも重要である。 
 
２－６ 実施プロセス 

TTC、JICA プロジェクトチーム及び MoNE 間のコミュニケーションは大変活発で、質・量ともに

十分行われていると判断する。この三者の間に築かれた良好な協力関係は本プロジェクトの円滑な実

施に大いに貢献した。さらに MoNE 並びに TTC の本プロジェクトに対する強力なオーナーシップは、

本プロジェクトを推進する重要な原動力のひとつであった。特に TTC カウンターパートがイズミー

ル校との授業の掛け持ちや教科書作成で多忙を極めていた折も、献身的にプロジェクト活動に従事し

てきたこと、プロジェクト活動が TTC 主導で管理・運営され、JICA プロジェクトチームは技術サポ

ートに徹することができていること、TTC の運営・活動経費を TTC 側も負担していること、産業技

術教育・職業訓練総局が IAT 学科教員の承認に関する特別措置（「3-1-4 効率性」を参照のこと）を講

じたこと、高額な自動制御機材を全普及校へ供与したことは特筆に値する。 
一方、MoNE 及び TTC と普及校間のコミュニケーションには改善の余地があるといえる。TTC で

実施している教員研修は、そもそも普及校教員が IAT 学科の学生に対してより良い授業を行うこと

に焦点を置いたものであるが、この基本概念が正しく理解されていないために、IAT の最先端技術を

学習できず期待が満たされなかったと回答する教員が一部いることが本調査で確認された。さらに、

各自の専門以外の分野について研修を受講する必要性32や、他分野の知識や技術をいかに活用すべき

かを理解していない教員も一部確認された。さらに、研修参加者選定の基準が不明であると不満を漏

らす教員もいた。このため、TTC は普及校教員向けにオリエンテーションを再度実施するなどして、

IAT 学科教員研修に対する MoNE の方針や、研修コースの目標・目的、学習内容の活用方法等につい

て十分な情報を提供し、普及校とのコミュニケーションを改善していく必要がある。 
 

                                            
32 IAT 学科は、従来「機械」「電気」「電子」「コンピュータ」の 4 学科に分かれていた内容を総合的に学ぶ新しいタイプの学科であ

り、TTC の教員研修はこの 4 分野のいずれかを専門としてきた教員に他 3 分野の知見も与えて IAT 学科で教鞭を取れるように

することを目的としている。 
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第３章 評価結果 

 
３－１ ５項目による評価結果 

３－１－１ 妥当性 
（1） トルコ及び日本の政策との整合性 

トルコ政府の第 9 次開発計画（2007～2013 年）によると、同国は「人的資源の開発」を優

先課題のひとつに掲げており、「教育システムの向上」を同ゴール達成のための戦略のひとつ

としている。この中で、「科学技術に関する知識を備えた人材開発」と「効果的な教員研修の

実施」の重要性が強調されている。加えて、同開発計画中の優先課題のひとつである「雇用

の拡大」においても、産業界のニーズを満たすことのできる、科学技術の知識や技能をもっ

た人材育成の必要性について触れられている。このことから、TTC の教員研修体制整備によ

って工業・職業高校の IAT 学科における教育の充実を図り、もって自動制御技術を有する人

材の育成に貢献する本プロジェクトと同国政府の政策との整合性は高いといえる。 
また本プロジェクトは日本の対トルコ援助政策とも合致している。2008 年のトルコ政府と

の経済協力政策会議において、本プロジェクトが該当する「人材育成」を含む既存の 5 つの

重点分野33を引き続き支援対象分野とすることが確認されている。2006 年に策定された JICA
の対トルコ援助方針も同重点分野に沿って策定されており、「人材育成」を優先課題のひとつ

と位置づけている。 
 

（2） TTC と産業界のニーズ 
トルコ産業界では、上述のとおり自動制御技術を有する人材の需要が増加している一方、

同国において自動制御はまだ新しい教育分野であるため、当該分野の効果的な教員研修シス

テムの確立を通じ、学生輩出につなげるシステムづくりに対する産業界からのニーズは大変

高い。これらのことから、本プロジェクトは TTC 及び産業界のニーズに合致している。 
 

（3） プロジェクト計画 
TTC は本プロジェクト開始直前にイズミール校の付属施設として設立された新しい機関で

あったが、それゆえ、その運営・管理上の課題、TTC 教員の位置づけ、さらに全国の IAT 学

科教員の承認制度などがトルコ内で十分に整理されないままプロジェクトが開始された。ま

た、プロジェクト開始前から、予算が TTC に個別に配賦されない34、TTC 教員をめぐる人事

制度が不明確35など制度上困難な課題が解決されないままプロジェクトが開始したため、TTC
教員の業務負荷がプロジェクト前半の活動の進捗と質に影響を与えた。 
なお、TTC における IAT 学科教員養成訓練の制度化36が曖昧なままプロジェクトが開始さ

れている。プロジェクト途中で、教育評議会が「IAT 学科教員の承認の対象は大学のメカト

                                            
33 その他 4 つの分野は、「環境」「格差是正」「南南協力」「防災」である。 
34 イズミール校分の予算に若干の上乗せが考慮され配分されている。  
35 TTC はイズミール校の付属施設として設立された経緯から、TTC 教員はイズミール校教員を兼務しており、業務量が単純計算で

2 倍近くになることがあった。これを改善するため、イズミール校校長の判断により、イズミール校所属の教員を二分し、半数を

主にイズミール校での業務を専門とし、残り半数を TTC の業務を専門とすることで改善を試みた。 
36 TTC による IAT 研修を受講すれば、もともと電気、電子、機械、コンピュータの専門であっても（メカトロニクス学科を卒業し

ていなくても）、正式に IAT 教員として承認される、ということが MoNE 内で制度化されていなかった。 
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ロニクス学科卒業生に限る」と規定する、TTC 研修を通じた教員養成と整合性をもたない方

針を明示したが、これにより、トルコ内で TTC に対する見解の違い、TTC における教員研修

の位置づけや制度化について十分に議論・認識されていなかったことが判明した。結果的に、

この問題は産業技術教育・職業訓練総局の尽力により、本プロジェクトを通じて TTC 研修を

受講した教員は IAT 学科教員となることを選択できるとよう解決された。プロジェクト途中

で発生した混乱であったため、プロジェクト開始前に対処を図ることは困難ではあるが、こ

のような事態の可能性について、プロジェクト開始前にトルコ内部で十分協議されていれば、

よりプロジェクト活動を円滑に実施することができた。 
さらに、IAT 学科教員の認証システムの確立前に同学科教員向け研修を開始することへの

妥当性も慎重に検討する必要があった。現在、TTC において IAT 学科の研修を受けた計 218
名の普及校教員のうち、最終的に同学科教員となることを希望したのは約 60%の 136 名にと

どまることが確認されている。これは、IAT 学科を有する学校が全国に限られるために、異

動先が限定されることを嫌っての結果とも分析できるが、教員の認証システムが確定したあ

と、実際に同学科への異動を予定している教員に対象を限定して研修を行う方がより効率的

かつ効果的であったと考えられる。 
 
３－１－２ 有効性 

「2-4 プロジェクト目標の達成見込み｣で既に説明したとおり、プロジェクト目標は相当程度達

成されていることから、プロジェクトアプローチの有効性が確認されたといえる。今後、プロジ

ェクト目標の達成度の更なる向上をめざし、成果 2 と 3 の達成度を更に高めていくことが重要で

ある。そのためには、TTC カウンターパートと共に既存のモニタリング・評価結果を再分析して

研修コースの課題を抽出し、研修コース改善のための方策を検討したうえで、具体的な改善計画

を作成・実行することが有用であると考えられる。 
  各成果のプロジェクト目標達成への貢献度に関しては、成果 2 の研修実施に係る成果が他の成果

よりも大きな割合を占めている。換言すれば、研修の実施に直接関連する成果 1 から 3 を「サイク

ル」と考えた相乗効果の産出による効果発現はまだ弱い。例えば、本調査では、教員研修参加者の

66%が同コースは「各自のニーズをある程度満たしていた」と回答している37。この数値から、参

加者の満足度はかなりの割合で適えられたと評価できる一方で、その満足度合いが「十分」ではな

く｢ある程度｣と比較的低くとどまった理由として、①TTC の機材と自校の機材が異なるため、研

修で学んだことを授業で活用することが難しい場合がある、②TTC の機材数及び実習の時間数が

十分でなかった、③自分の専門以外を浅く広く学ぶのではなく、自分の専門分野の最先端技術を学

ぶなど知識を深めたいなどの点が挙げられた。TTC では、基礎知識や理論を身に付けていれば、

たとえ機材の型が異なっても使いこなすことができるよう、自動制御技術の実習技能の根幹となる

基礎知識や技術を教授することを目的として研修を計画・運営しているが、この方針が研修参加者

には十分に浸透していないと分析できる。研修参加者の期待と TTC が提供するコースの意図の若

干のずれがプロジェクトで実施中のモニタリング・評価活動ではうまく把握できておらず、また、

一部プロジェクトチームにより認識されていても解決のための根本的な策が考えられ、次の研修に

生かすことが十分には行われていない。これは、プロジェクトがめざす、「Plan→ Do→ See→ Action」

                                            
37 N=127 
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のサイクルが十分に機能するには、まだ改善の余地があることを示している。 
研修の質（研修コースの内容、TTC 教員の質、配布物や教材の質、及び手続き業務）に関し、

本調査で過去の研修参加者にアンケートを行った結果、それぞれに関して肯定的に評価した回答者

の割合は、TTC 教員の質については 63%38、研修コースの内容では 55%39、配布物や教材の質では 
48%40、手続き業務については 41%であった41。研修コースの内容、配布物や教材、後方支援業務

に関する比較的低い評価は、TTC 教員がプロジェクト期間前半において多忙を極めていたため、

研修の改善に十分な時間と労力を割けなかったことも理由の一因であると考えられる。また、いく

つかの項目に関しては比較的低い評価がなされているが、回答者の多くはこれらの項目に関し、プ

ロジェクト開始当初よりは改善されてきていると認識しており、上述の「See→Action」のサイク

ルへの取り組みが一部で評価されていることの証しである。 
モニタリング・評価の結果を計画と実施に生かしていくことでプロジェクトアプローチの有効

性を更に高めることができると考えられる。特に、TTC カウンターパートが普及校から十分に聞

き取りを行いその結果を分析、フィードバックすること、参加者に TTC 研修の方針や目的を十分

に周知し理解を促進することが望まれる。 
一方で、外部条件の「カウンターパートが TTC にとどまる」は現在のところ満たされているも

のの、将来的には TTC 教員の身分が規定されていないことから、長期的に継続していくか否かが

定かではない。プロジェクト終了後もプロジェクト効果が持続されるためには、後任の TTC 教員

養成の検討なども含めた方策を講じることが必要である。 
 
３－１－３ 効率性 

  TTC と普及校に対する機材調達のための MoNE からの予算配賦が遅れたことにより、いくつか

の研修コースが当初のスケジュールどおり実施するのが困難となったため、急遽日本側が TTC 向

け機材を供与することとなった。 
  前述したとおり、プロジェクト前半は、TTC 教員が付属のイズミール校との兼任だったため、

業務負荷が原因で TTC における研修の質を更に向上させていくことが困難であった。プロジェク

ト後半では、この教員割当の問題はイズミール校校長の尽力の結果整理がなされ、現在では TTC
教員は研修に十分な労力を割けるようになり、成果 2、3 の達成度が改善されつつある。 

IAT 学科の教員数について、プロジェクト開始当初、同学科教員の認証システムが MoNE 内で

明確化されていなかったため、一部の対象教員が IAT 学科への異動を躊躇し、十分な数の IAT 学

科教員を確保するのが難しい状況であった。2010 年 3 月 10 日に MoNE 人事局により発行された

公式通知により、TTC で研修を受けた教員で IAT 学科の教員になることを希望した教員全員を正

式に IAT 学科教員として承認する措置が取られ、218 名中 137 名がこれを希望し全員が正式に IAT
学科教員として承認されたが、いまだ必要な数には到達していない。ただし、今後、大学のメカ

トロニクス学科卒業生が IAT 学科教員として採用される手続きが開始していくことから、教員不

足の問題はしだいに解決されていくと考えられる。 
本プロジェクトの効率性に貢献した要因としては、重い業務負荷に負けないほどの士気が高く、

優秀なカウンターパートが配置され、彼らがプロジェクト活動を主体性をもって牽引してきたこ

                                            
38 N=132 
39 N=130 
40 N=132 
41 N=130 
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とが挙げられる。さらに前プロジェクト42が産出した成果、つまり、研修を受け十分な能力を身に

付けたカウンターパートや、日本側と TTC 及び MoNE との良好な関係、トルコ側の高いオーナー

シップ、イズミール校に供与された機材などを有効活用したことが挙げられ、このことによりプ

ロジェクト活動がスムーズに進捗した。 
 
３－１－４ インパクト 

「2-5 上位目標の達成見込み」で既に説明したとおり、上位目標達成の予兆はいくつか確認され

ており、プロジェクト終了 3～5 年後の上位目標の達成は十分に可能であると考えられる。 
  加えて、本プロジェクトはいくつかの正のインパクトを産出している。まず、フィリップモリス

や SMC といった産業界との研修実施の契約や、スペインの教員養成施設である TKNIKA との連携

が確立されたことが挙げられる。これらの協力関係は本プロジェクトにより TTC の人材及び組織

的能力が向上したことにより実現された。更に TTC は国際協力庁（TIKA）と連携してアゼルバイ

ジャンの IAT 学科教員のための研修も行っており、今後更に他の周辺国へ支援を拡大したいとし

ている。加えて多くの普及校教員が、TTC は研修を受けるだけの場にとどまらず、他校の教員と

の交流の場としても機能しており、他校教員と意見や経験を共有し学び合う場となっていることを

高く評価した。さらに普及校間の横のつながりができ、日常的に情報を交換したり、助け合うよう

になったこともインパクトのひとつとして挙げられる。そして本プロジェクトで教員研修システム

のモデルが構築されたことで、MoNE は IAT 学科以外の分野においても同様の教員研修システムの

導入を検討し始めている旨、産業技術教育・職業訓練総局から発言があり、更なるインパクトをも

たらすことが期待される。 
 
３－１－５ 自立発展性 
（1） 組織面 

トルコ内における技術教育に関する政策的支援は、産業界の需要を満たすことを重視して

いる第 9 次開発計画(2007～2013 年)により今後も持続するものと考えられる。一方で、本プ

ロジェクトの中間レビュー調査時に指摘されているとおり、TTC の組織的位置づけや役割を

制度的に担保し得るものはこれまで産業技術教育・職業訓練総局長から大臣に発出・承認さ

れた文書のみであり、それも、TTC はイズミール校の付属施設として産業技術教育・職業訓

練総局の管轄下にあること、IAT 分野の教員研修を行う目的に活用されるべきことが簡単に

述べられているだけで、その詳細な責任範囲や業務内容、予算措置、人員配置や職員の身分

に関する事項については十分に規定されていない。その結果、TTC に必要な予算や人員はイ

ズミール校に配分された中からイズミール校校長の裁量で配分するという状態が続いている。

終了時評価調査の実施前に TTC の長期運営計画が MoNE 産業技術教育・職業訓練総局によっ

て承認されてはいるが、今後この長期運営計画及び TTC の位置づけ・制度化に関し MoNE
内で広く承認を得、組織的自立発展性をより確実なものにしていくことが望まれる。そのた

めには、TTC の活動や成功例を MoNE 内外で広く共有・周知し、広めていくことが重要であ

る。 
 

                                            
42 「自動制御技術教育改善計画プロジェクト」2001 年 4 月開始 2006 年 4 月終了 
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（2） 財政面 
2010 年 2 月時点では TTC に対する個別の予算の配賦は計画されておらず、イズミール校

と共同の予算であるため、予算の振り分けや個別の管理などに関し、不便が生じている。他

方、TTC はフィリップモリスや SMC と連携して研修を実施する契約を結ぶこととなってお

り、これらの活動から今後数年は独自の収入を得ることができると考えられる。 
TTC に供与された機材の修理・維持費用は、現時点では個別に確保されていない。TTC に

おける質の高い研修を今後も継続していくためには、本プロジェクト期間中に供与された機

材の修理・維持費用を、これらの収入から個別に確保することが望ましい。 
 

（3） 人員面及び技術面 
TTC 教員の身分、後任者の養成、配置ローテーション等を含む TTC の人事制度は、今現在

MoNE により明確化されていない。この人事制度が不明確なことにより、将来にわたり継続

的に質の良い TTC 教員を確保することが困難になることが憂慮される。本プロジェクト及び

前プロジェクトにより集中的に訓練され能力開発された TTC 講師がプロジェクト終了後他

校に異動になることも考えられるため、後任者の養成を含め、引き続き TTC で質の良い研修

を提供し続けるための方策を MoNE と TTC が協力して検討していくことが重要である。 
TTC カウンターパートの能力及びモチベーションは既に十分高いと判断できる。よって、

今後、彼らが産業界や他国の教員養成施設との連携により、自らの知識及び技術レベルを保

持あるいは更に高めていくことは大いに可能性があると考えられる。 
 
３－２ 効果発現に貢献した要因・問題点及び問題を惹起した要因 

３－２－１ 計画内容に関すること 
（1） 効果発現に貢献した要因 

1) 前プロジェクトの成果や経験の活用 
前述のとおり、2001 年から 2006 年にかけて実施された前プロジェクトの次期フェーズ

として本プロジェクトが立ち上げられたため、前プロジェクトの成果、つまり能力が十分

に強化されたカウンターパートや、トルコ側の高い主体性、日本側とトルコ側の良好な関

係等を活用してプロジェクトが円滑に進められた。 
 

（2） 問題点及び問題を惹起した要因 
1) TTC の運営・管理上の課題の整理 

「３－１－１ 妥当性」において記述のとおり、上記の重要事項が必ずしも整理・明確

化されずにプロジェクトが開始されたことは、本プロジェクトの進捗や効果の発現に影響

を与えた。この点が未だに整理されていないことは、プロジェクトの自立発展性にも影響

を与えている。 
2) IAT 教員の承認制度の整理の欠如 

IAT 教員の認証制度がプロジェクト開始前に十分整理されなかったことにより、①普及

校での IAT 教員の確保が困難であった、②IAT 教員の承認は大学のメカトロニクス学科卒

業生に限るとする TTC 研修と整合性を持たない公文書が教育評議会より出された、③研修

を既に終了した 218 名中、最終的に IAT 教員となることを選択した教員は約 6 割程度であ
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ったなど、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性に影響を与えた。ただし、この点は産

業技術教育・職業訓練総局の継続的な尽力により本調査時に解決され、TTC で研修を受講

している全国 20 の普及校教員については、優先的に IAT 学科に配置されることとなった。 
３－２－２ 実施プロセスに関すること 
（1） 効果発現に貢献した要因 

1) トルコ側の強い関与と主体性 
士気が高く、優秀なカウンターパートが配置され、彼らがプロジェクト活動を主体性を

もって牽引してきた。また、産業技術教育・職業訓練総局の尽力による TTC 研修を受けた

教員の IAT 教員としての承認に関する特別措置を要請する文書の発行や、普及校全校への

高額な IAT 機材の供与などは特筆に値する。 
 

（2） 問題点及び問題を惹起した要因 
1) MoNE から TTC への予算配賦の遅れ及び普及校用機材調達の遅れ 

プロジェクト前半における TTC への機材購入のための予算配賦の遅れ、及び普及校用の

機材調達の遅れは、プロジェクトの進捗に負の作用を及ぼした。終了時評価時点では、予

算は既に配布されており、機材の納入を待つのみとなっている。 
 
３－３ 結論 

 今次調査の結果から、本プロジェクト活動は途中、トルコ側の予算配賦の遅れが原因で一部作業が

遅れることがあったが、その後の挽回によって、当初の協力期間内にプロジェクト目標を達成する見

込みが確認された。プロジェクトに対するトルコ側のオーナーシップは大変高く、プロジェクト途中

で確認されたさまざまな課題についても、ひとつずつ解決にあたった姿勢はプロジェクトが円滑に実

施している最大要因のひとつとして評価に値する。こうしたトルコ側のオーナーシップを受けて、残

りの協力期間も順調に活動が進んでいく見込みが確認されたために、今次調査ではプロジェクト活動

を延長する必要はないと判断する。 
他方、上位目標やスーパーゴールをそれぞれの予定時期までに達成するためには、現在予定されて

いる活動に加えて新たな活動をプロジェクト期間中に実施・開始しておくことが望ましく、この点に

ついては第 4 章で詳しく述べたい。 
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第４章 提言と教訓 

 
４－１ 提言 

 評価結果でも触れたとおり、プロジェクト目標は現時点で相当程度達成されており、引き続きプロ

ジェクト活動を実施していくことで更なる成果の発現が期待されるが、成果の内容を一層効果的、持

続発展性のあるものとしていくために、以下の項目への取り組みが期待される。 
 
＜プロジェクト期間中に係るもの＞ 

（1） 普及校の研修参加教員に対する理解促進及び、研修結果のモニタリング・フィードバック

体制の強化 
今次調査では、普及校からの研修参加者が、TTC における教員研修で得た知識の内容には満

足しつつも、一方で、より最新技術について学びたいなど自身のニーズとの相違を指摘する意

見が一部見受けられた。ただし、教員研修の目的は、あくまでも各普及校における授業をより

効果的に実施するために、基礎技術の習得や教授法等を重視すべき性質のものである。TTC 教

員はこのことをよく承知しこれまでも関係者への説明を試みてきたが、今次調査の範囲では、

依然として TTC での研修の意義が、普及校のすべての教員にまでは必ずしも十分に理解されて

いないことが確認された。そのため、TTC では引き続き普及校参加者の理解促進のための取り

組みを行っていくことが求められる。 
一方、TTC の教員向け研修の受講者数を一定程度確保するために、研修参加者のニーズを取

捨選択し、正当に検討したうえで研修内容に反映していくことも必要である。現在作成中（使

用していくなかで、随時更新を行う予定）の「教員研修マニュアル」は、実施済み研修の受講

者に対するモニタリング実施手法について計画されている。残りのプロジェクト期間内にこれ

らを確実に行い、過去の研修参加者からのコメントを今後予定されている研修内容にフィード

バックさせる仕組みの更なる強化が必要である。 
 
＜プロジェクト期間中及び終了後に係るもの＞ 
（2） TTC の活動及び予算面における自立発展性 

TTC は本プロジェクトの終了を見据え、スペイン王国（以下．「スペイン」と記す）など他国

の同様の機関や産業界との連携の準備を進めており、こうした組織から技術的・予算的な支援

を得る見込みがある。こうした関係機関との連携をより強化していくことで、TTC 教員の技術

的なスキルアップ、活動実施のために必要な予算の確保、更にこれら関係機関からの新規研修

のニーズを発掘するなど、TTC の自立発展性に寄与することを期待する。 
 

（3） TTC 教員の身分の明確化 
これまで実施してきた TTCにおけるさまざまな取り組みを今後も継続的に実施していくため

には、プロジェクトを通じて直接支援してきた 8 名の教員がプロジェクト終了後も継続的に

TTC に配置されることが重要である。ところが現時点では同教員の身分を定めた規定がないこ

とから、今後 MoNE には、同教員の身分を明確にするための対応を期待する。 
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（4） 授業運営に係る新規研修の計画及び実施 
本プロジェクトで当初計画していた IAT 学科教員向けの研修はすべてプロジェクト期間中に

開発・実施されており、これらはプロジェクト終了後も継続的に実施されていくことが期待さ

れる。一方で、「第 3 章 評価結果」でも触れたように、TTC では教授法や授業計画作成方法な

ど、生徒の学力を高めるための効果的な授業運営に関する新規研修を計画・実施していくこと

が望ましい。 
 
＜プロジェクト終了後に係るもの＞ 
（5） メカトロニクス学科卒業者向け研修の制度化 

IAT 学科の教員に関し、TTC で研修を受講している全国 20 の普及校教員が優先的に IAT 学科

に配置されることになっているが、今後は大学のメカトロニクス学科を卒業した者が同学科教

員に配置されることとなっている。MoNE には、これらメカトロニクス学科を卒業した教員に

対して TTC での教員研修の受講を制度化することを期待する。 
 

（6） 周辺国への支援展開 
トルコは地理的な関係から、周辺の中央アジアや中東等の地域との関係が強く、自国の知見

を生かしたこれらの国々に対する支援の実施は、トルコの政策とも合致している。本プロジェ

クトで扱ってきた IAT（自動制御技術）は汎用性が高く、さまざまな産業における人的資源開

発に貢献できる技術として、高い可能性を有している。本プロジェクトを通じて TTC が得た成

果やノウハウを、周辺諸国に普及させることで、本プロジェクトの更なる成果発現を期待する。 
 

（7） 国内の他学科への展開 
TTC は、トルコにおける初の教員研修センター（TTC）として設立された。プロジェクトの

更なる成果発現の観点から、TTC で構築した教員研修システムをモデル化し、DGVET が所掌

する他の産業技術・職業教育分野にまで普及させていくことが期待される。 
 
４－２ 教訓 

今後、類似のプロジェクトを実施していく際に活用できると考えられる教訓は以下のとおり。 
 
（1） プロジェクト開始前における、援助対象機関・部署の組織的位置づけの明確化 

相手国のオーナーシップや活動の自立発展性を担保するためには、予算や人員が滞りなく計

画的に配置されていくことが不可欠である。その大前提として、対象機関・部署の位置づけや

設立目的が組織的に承認されることが必要であり、プロジェクト開始時には、この点が明確に

なっていることを確認してから、あるいはその整理を行ったうえでプロジェクトを開始する必

要がある。 
 

（2） 当該国の教員制度の整理 
新規に学科を設立する、もしくは新規に設立された学科を支援するような枠組みの案件の場

合、当該国の教員制度への配慮と対応が十分でないと、プロジェクトを通して育成する教員の

採用先が確保できなかったり、そうした事態を恐れてプロジェクト活動の参加者が十分に集ま
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らない可能性がある。教員制度は各国で事情が異なるため、プロジェクト開始前はもちろん、

プロジェクト開始後も、相手国の担当省庁の動きを常に確認していくことが求められる。 
 

（3） 前フェーズの成果の活用 
本プロジェクトでは、前フェーズのプロジェクトが産出した成果（能力・意欲の高いカウン

ターパートの配置、カウンターパートと日本側関係者との良好な人間関係、供与機材の活用等）

の活用が、成果の達成に大きく貢献したといえる。過去に同一のカウンターパートを対象とし

た支援を行った実績がある場合には、前身プロジェクトの成果をうまく活用できるような枠組

みにしていくことが、より高い成果を上げるためにも望ましい。 
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第５章 その他特記事項 

 
 プロジェクト活動は現時点でかなりの成果がみられ、残りの協力期間内でプロジェクト目標まで達

成されることが見込まれているが、プロジェクトの成果の普及や、上位目標の達成のために、更なる

支援を期待する旨トルコ側から言及があった。これを踏まえトルコ側と協議を行った結果、プロジェ

クト終了後の支援の可能性について、以下のとおり記述する。 
 本年（2010 年）1 月初頭に実施した本邦研修（MoNE 産業技術教育・職業訓練総局長及び部長、イ

ズミール校校長の計 3 名が参加）において、トルコ側から今後の日本からの協力につき非公式ながら

提案があった。3 月 10 日に行われた合同評価会やその前日のミニッツ協議の場など今回の評価活動

中においても、トルコ側からの継続的な協力に関する非公式な期待が示された。 
 今後の日本からの協力については、トルコに対する ODA 事業の実施方針と予算配分の観点をはじ

め、トルコ側の能力、過去の協力実績等を勘案しながら、JICA トルコ事務所が窓口となりトルコ側

とも十分な協議をしつつ検討していくことが望ましい。その方向性のひとつは調査団が提案したとお

り、トルコのリソースを活用した周辺国への協力を第三国研修のようなスキームにより支援すること

である。実際、TTC は既にトルコ語で指導ができるアゼルバイジャン向けの研修は実施済みであり、

またアフガニスタンをはじめとする周辺地域への協力にも関心を有している。 
 ただし、研修効果を高めるためには、ニーズを丁寧に把握し、ニーズに合った研修内容を既存のリ

ソースの範囲で柔軟に構築して適切に実施する必要がある。国内の普及校の教員という一種の「同業

者」に対する研修とは大きく異なり、周辺国支援については研修計画立案を含む高いレベルでの研修

実施・管理能力が必要となってくる。第三国研修を実施するにあたっては、こうした能力をもつ必要

があり、今後の日本（JICA）からの協力にあたっても、単なる第三国研修ではなく、第三国研修を

中心に TTC の周辺国向け研修の計画立案を含む研修実施・管理能力向上のための助言も行える形で

の小規模な技術協力プロジェクトの実施も一案である。 
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第６章 団長所感 

 
 今次調査開始前は、TTC に係る MoNE 内の制度的位置づけが未整備な状態が続いている結果、TTC
に配置された教員（本プロジェクトのカウンターパート）の身分も確立されない状態が続いているこ

とからプロジェクト終了後の成果の持続性につき危惧されていた。 
 しかしながら、今次調査の中では、MoNE において TTC を今後も継続して運営していく長期計画

の承認がなされたり、TTC を含む教員研修システムの他分野（職業・技術教育分野）への拡大を計

画していることが説明された。また TTC で研修を受けた IAT 学科の教員が、所属する国内の普及校

の IAT 学科の教員として生徒への教育が行い得るように、トルコ側予算による機材整備が進められ

ている状況も確認できた。すなわち、プロジェクト成果を継承し、発展させていくトルコ政府の強い

意思と実際の取り組みを確認することができた。 
 今次調査におけるトルコ側との協議を通じ、トルコ側の主体者意識の高さに驚嘆するとともに、日

本からの協力に対する謝意や期待の高さを感じることができた。これは過去の案件も含む日本側関係

者とトルコ側関係者の努力による「成果」であると思われ、改めてこれまで JICA 事業に携わってく

ださった関係者に謝意を表したい。 
 今後の協力については既に記述しているとおりであるが、本プロジェクトを含むこれまでの協力で

向上したトルコ側の能力と築かれた人的ネットワークは非常に大切な「財産」であり、今後もトルコ

との関係を大切にし、周辺国支援における開発のパートナーとして JICA 事業を展開していきたい。 
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１．主要面談者 

 

主要面談者 

 
Mr. Mehmet TEMEL Deputy Undersecretary MoNE 
Mr. Huseyin ACIR Directorate General of Vocational 

Education and Training 
MoNE 

Mr. Necmettin YALCIN Directorate General of Vocational 
Education and Training 

MoNE 

Mr. Sati CALISKAN School Principal / Director of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Turgay ISBILEN Vice Principal in charge of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Murat OZDEVECI Head of IAT department Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Egemen DOGER Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. O. Egemen DOGER Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Telat GULER Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Mustafa NAZMAN Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Ismail AKTAS Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Gurcan BILDIR Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Ahmet OZKAN Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr.Bulent VARDAL Trainer of TTC Mazhar Zorlu Anatolian 
Technical and Plastic Industry 
Vocational High School (Izmir) 

Mr. Mehmet EKIZ Provincial Director of Education Bursa Provincial Directorate of 
Education, MoNE  

中村 秀夫 プロジェクト専門家 
（総括／センター運営） 

SPREAD 

下村 剛史 プロジェクト専門家 
（研修マネジメント③／産学官連
携・ワークショップ企画） 

SPREAD 

笹岡 久行 プロジェクト専門家（コンピュー
タ・ネットワーク） 

SPREAD 

堀 桂太郎 プロジェクト専門家（電気・電子） SPREAD 
長澤 一秀 所長 JICA トルコ事務所 
高田 浩幸 次長 JICA トルコ事務所 
Mr. Ali Bekin Program Manager JICA トルコ事務所 
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